
持続可能な発展のための世界経済人会議
持続可能なモビリティ・プロジェクト 2.0（SMP2.0）
指標ワークストリーム

持続可能な都市のモビリティ
-方法論および指標計算方法第 2版 -



序文
持続可能な発展のための世界経済人会議（WBCSD）の、持続可能な
モビリティ・プロジェクト2.0（SMP2.0）の指標ワークストリーム（WS2）
は、oran consulting bvbaに対し、都市におけるモビリティの持続性に
関する可能性を測定する一連の指標をWS2と共に定義することを依頼
した。これらの指標は、6つのパイロット都市におけるSMP2.0プロセ
スを通じて、その妥当性が実証された。

これらの指標は、都市がモビリティ・システムの現状を評価し、その経
時的な変化を把握するとともに、選択された解決策（SMP2.0ソリュー
ション・ツールボックスなど）の潜在的な影響を評価するためのツール
である。
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各指標はモビリティの一側面を示すが、それぞれが関連のない別々の
指標とは限らず、相互に関係していることがある。例えば、価格の手頃
さは公共財政と、渋滞は移動時間および大気汚染と密接に関連してい
る。こうした相互関係を考慮しながら、全体的に最適化された解決策が
得られ、それによって関連する複数の指標を同時に改善することも検討
できる。

現状の全体像を把握し、堅実な意思決定プロセスへつなげられるよ
う、できればすべての指標を計算（少なくとも推定）すべきである。
SMP2.0の指標は、主要な計算方法論に加え、代替的な方法論を提示し、
利用可能なデータと都市のニーズをより柔軟に照合できるようにする。

指標は都市間の持続可能なモビリティの機能を比較する目的で作成され
たものではないが、各都市が世界的規模での自らの位置付けを把握し、
改善可能な分野を特定するために、これらの指標を利用できる可能性が
ある。
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エグゼクティブ
サマリー
本報告書は、包括的なひとまとまりの持続可能な都市のモビリティ指標
を開発した結果のまとめである。指標は、SMART手法（具体的、測定
可能、達成可能、有意性、期限ベース）によって類型化されているた
め、都市は、標準化された方法でのモビリティ・システムの評価ととも
に、新たなモビリティの慣行や方針の実施による改善度の測定が可能と
なる。これを長期にわたり実践することで、特定の指標に最も効率的に
影響を与える施策が明らかになり、他の都市においても、目標とする活
動に即した最も適切な施策を選択できるようになる。
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指標は、持続可能なモビリティの 4つの側面を網羅す
る包括的なひとまとまりとして示されている。そのうち
の 3つは、持続可能な発展の柱から着想を得ており、
持続可能な資源利用や都市のモビリティの影響に言及
している。

1. 地球環境 
2. 都市における生活の質
3. 経済的成功 

4つ目の側面は、都市のモビリティ・システムの機能を
考慮して追加された。

4. モビリティ・システムの機能 

持続可能なモビリティ・プロジェクト 2.0で実施された
調査から得られた 19の指標は以下のとおりである。
最貧困者にとっての公共交通機関の価格の手頃さ
モビリティが困難な人々にとっての利用しやすさ
大気汚染の発生
騒音障害
交通事故死亡者
モビリティ・サービスへのアクセス
公共の場の質
都市機能の多様性
通勤・通学の移動時間
経済機会
正味公共財政
モビリティ空間の利用
温室効果ガスの排出
渋滞と遅延
エネルギー効率
アクティブ・モビリティのための機会
輸送形態の統合
快適さと楽しさ
セキュリティ

これらの指標は、SMP2.0プロジェクトの枠組みの一
環として、バンコク、カンピーナス、成都、ハンブルク、
リスボン、インドールの 6都市について計算された。
これらの都市における試験の結果、初期の方法論を
一部修正し、第 1版の内容に新たなガイダンスを加筆
した。

策定された方法は、乗客および貨物のあらゆる輸送形
態を含んでおり、世界中のどの都市でもできる限り利用
可能なものとなっている。それぞれの指標には測定可
能なパラメータが設定され、定量化の方法を用いて定
義されている（第 VIII章）。本報告書に加え、スプレッ
ドシートをベースにした計算ツールも、関心を持った市
当局により利用可能である。これは入力データに基づ
いて計算しやすいよう開発されたツールである。

本プロジェクトでは、都市のモビリティ・システムの機
能をレーダーチャートで示すよう提案している。これに
より、当該持続可能な都市のモビリティの機能を構成

要素ごとに概要を把握できる。都市は、特定分野にお
ける自らの長所と短所を明確にし、望まれる長所を備え
た他の都市と比較することで、実施すべきモビリティ活
動を特定し、目標とする活動に着手することができる。

都市のモビリティの貴重な実態を明らかにし、解決策の
選択や今後の発展の機会につながるものとして、利用
率、モータリゼーション率（四輪車、二輪車）、輸送機
関別分担、人口当たりの総車両走行距離、スマートフォ
ンの普及、公共交通機関カードの利用可能性、車両の
調和、交通網の速度といった都市のモビリティ補足的パ
ラメータも興味深い。これらについては付録 Iに詳述す
る。

さらに SMP2.0は、モビリティ・システムの評価とモビ
リティ計画立案を行うにあたり、都市のモビリティの回
復力が考慮すべき重要項目であると考えている。回復力
はさまざまなかたち（避難時間、正常な経済活動への
復旧時間など）で定義付けることができ、災害の質や
都市の地理的条件によっても異なるため、指標計算で
は置き換えられないといった、都市の事情に即した議論
が必要とされる。議論の際の検討項目は付録 IIで詳述
する。

SMP2.0と都市の議論を通じて、ひとまとまりの指標の
すべての算出が必要不可欠な第一歩であることが確認
された。できるだけ大都市圏を考慮して全指標を評価し
ているが、都心部に重点を置いた一部の指標にも意味
がある（公共の場の質、輸送形態の統合など）。時間帯、
輸送形態、あるいは消費者グループ別に都市の異なる
エリアの平均または細分化したデータを示すことは、モ
ビリティ・システムに対する理解を深め、できるだけ正
確な解決策の絞り込みに役立つ。

SMP2.0はデータを掘り下げ、その他の背景データも考
慮に入れることで情報が豊富な体系的議論を促進した
ため、その取り組みが都市に高く評価された。適切な
方法論を選択する上での柔軟性とガイダンスが本プロ
ジェクトの成功要因であることが実証されている。
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本報告書は、持続可能な都市のモビリティ機能を明ら
かにするため、都市が使用する指標の定義、パラメー
タ、方法論、および概算に関するガイダンスを記載し
ている。本報告書には、提案されるデータ収集方法や
それぞれの指標のパラメータ計算に関する実用的な情
報が含まれている。指標の採点計算に役立つ、都市デー
タに基づいたスプレッドシートも作成されている。この
指標群は、都市における経済発展のいかなる段階にも
有効である。

スプレッドシートは、WBCSDのウェブサイトからダウ
ンロードでき、調査の質問サンプルは付録 IIIに記載さ
れている。
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I はじめに

本報告書の構成は以下のとおりである。

I  はじめに
II  指標を使用する理由
III  持続可能な都市のモビリティの側面
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付録 I  WBCSD SMP2.0　都市のモビリティの 
  補足的パラメータ
付録 II  WBCSD SMP2.0　トピックの提示
付録 III WBCSD SMP2.0　調査質問



II 指標を使用する
理由
都市が提案されている指標を用いて 
作業すべき理由は何だろう。

� 健全な基盤を持った指標
WBCSD SMP2.0は一連の 19の指標を提案しているが、
それらの指標は、集中作業の過程を経て、都市のモビ
リティに関するさまざまな産業分野の専門家から成る中
核的グループによって策定されたものである。作業グ
ループは oran consulting bvbaの協力の下、ゲント大
学の Institute for Sustainable Mobilityと密接に取り組ん
できた。指標開発の過程においては、国際的かつ学際
的な諮問委員会が尽力した。さらに、ワシントン DCで
の Transforming Transportation Conference（2014年 1
月 16日）、およびパリで行われた OECD（2014年 6月
17日）では、国際専門家による評価会議が開催された。

WBCSD SMP2.0は、バンコク（タイ）、カンピーナス（ブ
ラジル）、成都（中国）、ハンブルク（ドイツ）、インドー
ル（インド）、リスボン（ポルトガル）の 6都市と協力
し、指標の妥当性と実用性を検証する試験を実施した。
その結果、方法論の一部修正（本報告書における第 1
版からの変更）に加え、モビリティ計画の立案時には、
都市のモビリティのパラメータ群（付録 I）が指標に対
する理解を深め得るという結論に達した。

� 持続可能な都市のモビリティの 
 状況を示す指標
都市がモビリティ機能を持続可能性の全側面から包括
的に評価するためには、指標一式を完全に評価する必
要がある。都市は 19の全指標を用いることでモビリ
ティ・システムの長所と短所を特定できる。SMP2.0は、
世界各地で見られた極値を基に 0～ 10の尺度を採用
している。これにより、都市は指標の採点を目安に改
善すべき分野を特定できる。また、地理的区域（回廊
地帯、近隣地区など）や具体的なモビリティ活動（公
共交通機関と自家用車両の比較、あるいは乗客と貨物
の比較）を特定するために、細分化データの調査を推
奨する。

� 最適な解決策の特定を可能にする 

 一連の指標
SMP2.0プロジェクトは、世界のベストプラクティスおよ
び新たな解決策の一覧を作成し、各モビリティ解決策
の 19の指標に対する影響を評価している。都市は、取
り組む指標を選択した後に、それらの指標を絞られた
解決策に適用し、都市のさまざまな優先事項に対処す
る堅実なモビリティ計画を整備することができる。

� 進捗のモニタリングを可能にする指標
都市は、定期的に（例：毎年）指標を計算することで、
どの分野でどの程度さらなる持続可能性に向けて進展
したか、また、都市のモビリティ・システムの働きを向
上させたかを測定することができる。

� 技術および形態に中立な一連の指標
指標値については、技術やモビリティ形態そのものの
影響を受けないように特に配慮した。環境、社会、経
済が、指標計算の変数に与える影響のみが指標値を変
動する。そうすることで、都市は、経済、社会、環境お
よび技術の資源事情に即した解決策を選択できる。
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Global Environment：
地球環境

III 持続可能な 
都市のモビリティ 
の側面 「持続可能なモビリティとは、現在や将来における他

の人間や生態系の基本的価値を犠牲にすることなく、
自由に移動し、目的地へ到達し、連絡を取り、交易をし、
関係を樹立するための社会の必要性を満たす能力で
ある。」

（出典：WBCSD、Mobility 2030：持続可能な社会を目指すモビリティの挑戦、2004年）

地球環境（G）は、世界的な規模、つ
まり、都市の境界線を超えてモビリティ
が及ぼす影響を指したもので、長期的
な環境側面（気候変動など）に重点を
置いている。 

G

持続可能なモビリティのコンセプトの定義は、持続
可能性で一般的に用いられている、「地球」、「人々」、
「繁栄」（または「利益」）という側面に基づいて
導き出すことができる。SMP2.0が考える、都市の
モビリティに適用される側面は以下のとおりである。
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Quality of Life： 
生活の質

Mobility System：
モビリティ・システム

Economic Success： 
経済的成功

生活の質（Q）とは、都市での生活の
社会的側面（健康、交通事故死亡者、
安心など）における、都市または局所
的な規模および短期的側面（直接的影
響）について述べたものである。 

モビリティ・システムによる外部からの投
入（資源と原料）と外部への産出（影響）
以外に、（持続可能性の側面として挙げた
上記 3つと合わせて）指標の 4つ目のカ
テゴリーとして、モビリティ・システムの機
能（S）がある。この機能は、持続可能性
の 3つの側面すべてにおいてモビリティ・
システムによる投入と産出に影響を及ぼす
可能性がある。

経済的成功（E）は、都市の規模にお
ける経済的な側面（モビリティに関連
した公共財政など）について述べたも
のである。S

E

Q
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IV 指標の概要
持続可能な都市のモビリティを包括的に説明するため
に、一連の19の指標が特定された。それらの指標によっ
て、経済発展の段階にかかわらず、世界各地の都市の
機能評価が可能となる。

指標は、持続可能なモビリティの 2つまたは 3つの側
面だけでなく、4つすべての側面に影響する場合もある。
例えば、渋滞によって大気汚染が増大し（Q）、乗客の

ଓՄ能ͳ都市のモビリティに͓͚Δ࣋ 19のࢦඪ ඪのུশࢦ ଆ໘

最貧困者にとっての公共交通機関の価格の手頃さ 価格の手頃さ S Q

モビリティが困難な人々にとっての利用しやすさ 障がい者にとっての利用しやすさ S Q

大気汚染の発生 大気汚染 Q S

騒音障害 騒音障害 Q S

交通事故死亡者 交通事故死亡者 Q

モビリティ・サービスへのアクセス アクセス Q S

公共の場の質 公共の場 Q S

都市機能の多様性 機能の多様性 Q E

通勤・通学の移動時間 移動時間 Q E

経済機会 経済機会 Q E

正味公共財政 公共財政 E S

モビリティ空間の利用 空間利用 G E

温室効果ガス（GHG）の排出 GHG G S

渋滞と遅延 渋滞 G S

エネルギー効率 エネルギー効率 G S

アクティブ・モビリティのための機会 アクティブ・モビリティ G S

輸送形態の統合 輸送形態の統合 S S

快適さと楽しさ 快適さと楽しさ S Q

セキュリティ セキュリティ S Q

ද 1ɿ モビリティ・γステϜの࣋ଓՄ能性のଆ໘Λࣔすɺ࣋ଓՄ能ͳ都市のモビリティに͓͚Δ 19のࢦඪの֓ཁɻ
ग़యɿoran consultingɺWBCSD SMP2.0͚ɺ2014

3つの側面とは、資源利用の持続可能性および／または都市のモビリティの影響を指す。

G

Q

E

S

地球環境
生活の質
経済的成功
モビリティ・システムの機能
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時間が無駄になり（Q）、高額な関連費用が生じる（E）。
一連の指標およびそれぞれに関連する 2つの主要な側
面を下の表に示す。



経済的成功に関連する指標の中でも、公共財政は都市
予算と直接的な関連性がある。また、交通渋滞により
労働者が失う時間が経済的損失（生産性の欠如）と見
なされることから、通勤時間も都市の経済的成功につ
ながる。最後に、本報告書では、通勤・通学のしやす
さを経済機会に含めているため、経済機会も経済的成
功と関連付けて定義されている。都市空間は貴重な資
源であり、その有効利用あるいは不適切な使用が、都
市の繁栄を左右することもある。

モビリティが生活の質に与える影響について、人々や
市当局の関心が高まっている。優れたモビリティ・シス
テムは移動の楽しさをもたらし、余暇を生み出すことに
よって、市民の日常生活を大幅に改善できる。ひとまと
まりの指標はこの点を正確に反映しており、19の指標
のうち 12が生活の質の側面に影響を与えている。この
側面で最も際立つ指標は、人命に直接的な脅威を及ぼ
す交通事故死亡者および大気汚染の発生である。生活
の質に直接的な影響を及ぼすその他の指標には、価格
の手頃さ、交通機関の利用しやすさ、騒音、通勤・通
学時間、公共の場の質などが挙げられる。実際に、よ
り安価で効率的かつ利用しやすいモビリティがあり、騒
音のない都市で社会的交流を行う機会があれば、人々
の生活はより快適である。最後に、近接する多様な都
市機能（宿泊、買い物、教育、医療など）を反映する
機能の多様性も、市民生活の質に影響を及ぼす。

温室効果ガス（GHG）の排出は、温室効果を高めるた
め、地球環境に影響を及ぼす。エネルギー効率および
渋滞は GHGの排出量を左右するため、ひいては地球
環境に影響を及ぼすことになる。最終的に、GHGの排

出削減を目指すアクティブ・モビリティのための機会も、
地球環境に影響を及ぼす指標となる。 

モビリティ・システムの機能の側面に割り当てられた指
標は、各モビリティ・システムが検討し、最適化すべき
SMP2.0の必須要素である。それらの指標とは、価格
の手頃さ、モビリティが困難な人々にとっての利用しや
すさ、輸送形態の統合、快適さと楽しさ、セキュリティ、
渋滞、エネルギー効率、アクティブ・モビリティのため
の機会である。
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まとめとして、各側面は以下に挙げる指標によって 
網羅されている。

• 地球環境（G）
o モビリティ空間の利用
o 温室効果ガスの排出
o 渋滞と遅延
o エネルギー効率
o アクティブ・モビリティのための機会

• 経済的成功（E）
o 都市機能の多様性
o 通勤・通学の移動時間 

o 経済機会
o 正味公共財政
o モビリティ空間の利用

• 生活の質（Q）
o 最貧困者にとっての公共交通機関の価格の手頃さ
o モビリティが困難な人々にとっての利用しやすさ 

o 大気汚染の発生 

o 騒音障害 

o 交通事故死亡者 

o モビリティ・サービスへのアクセス 

o 公共の場の質 

o 都市機能の多様性
o 通勤・通学の移動時間
o 経済機会
o 快適さと楽しさ
o セキュリティ

• モビリティ・システムの機能（S）
o 最貧困者にとっての公共交通機関の価格の手頃さ 

o モビリティが困難な人々にとっての利用しやすさ
o 渋滞と遅延 

o エネルギー効率 

o アクティブ・モビリティのための機会 

o 輸送形態の統合 

o 快適さと楽しさ 

o セキュリティ

こうした側面やモビリティ・システムに取り組むことによる都市
のメリットについては、次の 2つの章で説明する。これらの章
では、表 1の各指標が属している側面についてより詳細に説
明する。
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指標の採点（0～ 10）は、指標解説用のパラメータ
値を基に計算されている。SMP2.0は、19の指標の採
点をレーダーチャートに図示することを提案する。持続
可能なモビリティの機能の概要を細分化することによっ
て、都市は自らの長所と短所を明らかにできる。

図 1：インドールにおける持続可能な都市のモビリ
ティの 19の指標を示すレーダーチャート。指標は方
法論の修正前に算出され、調査結果 5は「満足で
きる」を意味する。インドールは騒音を計算に含め
なかったため、このチャートには示されていない。
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さらにこのレーダーチャートでは、特定の解決策が同時
に複数の指標にどのような影響を及ぼすかを把握でき
るという点で、指標の関連性を見ることができる。例え
ば、渋滞を緩和するバス高速輸送システム（BRT）は
GHG、大気汚染、移動時間にプラスの影響を与えると
予測される。

図 2では、SMP2.0で策定された、持続可能な都市
のモビリティの機能を自己評価するプロセスが示され
ている。

具体的には、図 2は「持続可能な都市のモビリティ」
の概念からその成果の可視化までの理論上の段階を示
したものである。この図ではまず、4つの側面と一連の
指標の選択を明らかにし、持続可能な都市のモビリティ

を包括的に説明している。この選択には、指標の定量
化方法（パラメータの測定単位の選択とその計算式の
策定）など、各指標のパラメータ化の方法が含まれる。
その次の段階は、指標の値の測定と計算である。指標
値を算出した後、その値は標準化された尺度に基づい
て採点というかたちで表される。WBCSDは、0（機能
の最低値）から 10（最高値）の尺度を採用している。
そして最終的にそれらの採点がレーダーチャートに示さ
れ、持続可能な都市のモビリティの機能をレーダー状
で把握することができる。

ਤ 2ɿ概念からレーダーチャートま
で。出典：oran consulting、WBCSD 
SMP2.0 向け、2013年（一部、2008
年の Boulanger P.M.に基づく）
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V システムの取り組みと 
指標カテゴリー

持続可能なモビリティの指標は、都市の複雑なモビリ
ティ・システムの細分化に役立つ。移動、輸送、交通
の各様式により特徴付けられる都市のモビリティ・シス
テムは、資源の利用とマイナスの影響を最小限に抑え
ながら最大のモビリティ・機能を提供することで、需要
に応じて供給できるような仕組みになっている（図 3）。
SMP2.0で策定された指標は、もともとモビリティ・シ
ステムのさまざまな要素に関連しており、それについて
は図 4で示されている。広い範囲で考え得る解決策や
施策を探る場合や、パラメータ間で可能性がある関連
性の特定が必要な場合には、こうして生まれたスキー
ムが都市にとって有益である。

ਤ 3ɿ モビリティ・システムの取り組
み。D. Lauwersおよび G. Allaertによ
りWBCSD向けに策定された簡易版
概念モデル。出典：oran consulting、
WBCSD SMP2.0 向け、2013年

18

資源

生活の質
空間資源

経済的成功
資金源

地球環境
エネルギー源

需要面における政策、方策、課題解決の機会

姿勢
モビリティ文化

モビリティ・
システム

移動市場

移動ニーズ、
量

空間密度
多様性

電気通信

輸送市場

輸送形態の
選択

輸送システム
の効率

情報技術

交通市場

交通市場

インフラ設計

交通管理 
システム、 
自動車技術

影響

生活の質

経済機会

地球環境

供給面における政策、方策、課題解決の機会



指標は、持続的可能性のさまざまな副次的側面にうま
く振り分けられている。表 1では、指標と、それら指標
が影響を及ぼす 2つの主要な側面を示した。図 4では、
分かりやすくするために、各指標に特有な側面を結び
付けて示している。

図 3および 4は、以下の定義により決まる。1 

移動市場とは、空間と時間に関して、活動の需要と
活動機会の供給により移動様式が形成されている市
場である。

輸送市場とは、移動様式の需要と輸送の選択肢の供
給の両方によって、乗客／物品の輸送を車両や輸送
サービスに割り当てるという輸送様式が生み出され
ている市場である。

交通市場とは、求められる輸送様式が、インフラ、
それら様式に関連する交通管理システム、情報シス

テムなどの実際の供給と相まって形成されている市
場である。

これら 3つの市場の違いは、モビリティ・システムの機
能に変化をもたらそうとする際の、供給面における政
策、方策、課題解決の機会を説明する上で適している（図
3、4、5のスキームの下側）。

政策、方策、課題解決の 1つ目のカテゴリーは、生活、
仕事、買い物、レクリエーションなどの空間的なパター
ンを変えたり、空間的な近さのメリットを重視したりす
るなど、移動ニーズに影響を与えることによって、移動
市場に作用している。移動時期の変更、フレックスタイ
ム、時短勤務週間の導入、休暇期間の分配などを調整
することも考えられる。

ਤ 4ɿモビリティ・システムの取り組みに
おける指標。D. Lauwersおよび G. Allaert
により策定されたスキーム。出典：oran 
consulting、WBCSD SMP2.0 IWS向け、
2014年 

1これら 3つの市場モデルの説明の一部は、次の引用による。 
ルーヴェン大学、B. Immers講義「Transportation System 
Analysis」、ルーヴェン、2010年
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2つ目のカテゴリーは、輸送市場に作用するものである
が、これは輸送形態の選択に影響を与えることで起こる。
自動車は当面の間、都市のモビリティ・システムにおけ
る根幹であり続けるものの、さまざまな輸送形態（の
組み合わせ）による移動を円滑化していく上では、自動
車に代わる輸送形態の供給が増加すると同時に、その
魅力が高まる可能性がある。また、道路とその他の輸
送形態の間の接続性が向上するかもしれない。これは、
既存の公共交通システムの質を、快適さ、情報、サー
ビスなどの点で向上させることにより、実現可能だろう。
現在の総合的な輸送システムの役割もまた、カーシェア
リングや自転車シェアリングといった公共交通の新たな
形態の導入により改善できる。輸送効率に変化を与える
ことで、輸送市場もまた影響を受けるだろう。この点に
おける政策と課題解決においては、乗客輸送と貨物輸
送の両方のために、車両の運用最適化を目標に掲げる
べきである。

交通市場の政策と課題解決の機会は、交通効率に影響
を与えることで生まれる。交通効率とは、既存の交通シ
ステムが持つ潜在的能力が有効に活用される度合いを
指している。ここでは、一般的にテレマティックスを利
用した近代的な交通管理システム（TMS）が重要となっ
てくるが、一例として、ダイナミックルート情報の提供（事
故・渋滞の感知システムも併用）、高速道路の出入口ま
での距離の測定、（迅速な介入による）事故の管理など
が挙げられるだろう。インフラ設計の改良も交通市場に
影響を与える。モビリティ・システムの持続可能性の向
上を目的として都市が策定する施策には、インフラ設計
の改良に基づいたものが数多くある。また、産業界に
とっては、車両技術（エンジンの種類や効率、デザイ
ン、コンピューターを駆使した機能など）、インフラ設計、
交通管理システムなどによって資源の利用を最適化でき
るという点において、交通市場は持続可能性に大きく
影響する解決策を生み出す上で最適な分野である。

図 3の上側では、都市のモビリティ・システムがモビリ
ティ消費者の姿勢やモビリティ文化に影響を受けている
ことを示している。これらの特徴が、需要面における政
策、施策、課題解決の機会を生み出している。

都市のモビリティ・システムの持続可能な発展は、必
要な施策が制度化されて社会に組み込まれることによっ
てのみ実現可能となる。この点において、それを左右
する要因は、持続可能な目標への到達やモビリティに
対する一般消費者の姿勢であり、それがモビリティ文化
形成につながっている。モビリティ文化とは、移動市場
に対する人々の姿勢を指す。消費者は、移動、輸送交
通のそれぞれの選択肢の長所と短所の認識を基に、自
分自身の選択を行う。価格、規則、教育は、モビリティ
政策の展開機会の主要なカテゴリーとなる。

ਤ 5ɿ3つの市場モデル。出典：
Egeterおよび van de Riet O.、1998年、
Systeemdiagram voor het beleidsveld 
vervoer en verkeer（政策分野における輸
送と移動の系統図）、デルフト、TNO Inro、
レポート番号 1998-02

20

活動

移動市場

空間と時間の 
調整 

（認識を含む）

移動様式

輸送市場

自動車および
サービス 

（認識を含む）

輸送様式

交通市場

特性を有する 
インフラ 

（認識を含む）

交通様式



VI すべての指標 
に当てはまる注意点
1 選択プロセス
19の指標のリストは、さまざまな業界のメンバーで構
成された指標ワークストリームにより特定された数多く
のものに基づいている。重複を避けるため、以下に挙
げる基準を適用した。
• 公平さ：モビリティのプラスの効果（利用しやすさ
など）とマイナスの効果（騒音障害など）の両方を
含む。

• 完全性：一連の指標は都市のモビリティの持続可能
性の評価に関連するあらゆる側面を測定しなければ
ならない。

• 技術に対する中立さ：既存あるいは今後の技術にか
かわらず、いかなる技術に対しても有利に働くこと
がない。

• 輸送形態に対する中立さ：特定の輸送形態に有利
にならない。

指標の定量化にはさまざまな方法を用いることができ
る。この作業の主な目的の一つは、具体的かつ測定可
能で、最も多くの都市において利用できるような最適な
方法を提案することにあった。同一の方法論に従って、
指標を定期的に評価することで、都市は改善の度合い
を測定できるだろう。さらに、複数の都市で共通の方
法論を使用すれば、どの都市がモビリティのどの側面で
成功を収めているかを示す貴重なデータベースを構築
でき、それらの都市が導入しているベストプラクティス
と結び付けることも可能である。
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VI すべての指標 
に当てはまる注意点

最も適したパラメータの特定には SMART手法が用い
られた。
具体的（Specific）：指標の定義に基づいて、測定
すべきものを測定する。
測定可能（Measurable）：十分正確にパラメータを
定量化できる。
達成可能（Attainable）：利用しやすい、または収集
しやすい入力データを使用する。 
有意性（Relevant）：結果が優先される（解決策に
関連している）。 
期限をベースにしている（Time-based）：進展のモ
ニタリングのために高い頻度で更新できる。

理論展開の後、世界の 6都市（バンコク、カンピーナ
ス、成都、ハンブルク、インドール、リスボン）に関す
る指標を計算した。各都市について試験を実施した結
果、以下のことが明らかになった。
 – 輸送形態に関する 2つの指標（物理的な相互接続、
相互接続地点や情報などの質）はグループ化され、
調査では 1つの指標として評価された。

 – すべての輸送形態、乗客、貨物を 1つの指標に統
合すると分析が困難になり、最適な利用率の定義
が不可能になるため、利用率の指標はパラメータ・
セクションへ移行した。

 – 回復力の指標は現地のパラメータ（考えられる災
害の特性、地理的条件など）によって大きく左右さ
れるため、1つの指標として取り扱うよりも、都市
との対話の中で取り上げるべきであると思われる。

 – 経済機会の計算方法論が修正された。
 – 特に渋滞を考慮して、一部の指標について尺度の
見直しを図った。

 – 付録 Iは、都市開発の評価や解決策を選択する際
の補足的な指針として別にまとめた。

 – 付録 IIは、回復力について都市と議論する方法を
提案している。

2 指標の適用範囲
航空輸送および海上輸送は除外する。ほとんどの都市
では、それらの輸送形態（の持続可能性）は都市の統
治の範囲を超えている。

特に明記しない限り、指標は 1年（12カ月）にわたる
数値として計算される。

3 パラメータの値と尺度
SMP2.0が目標とする指標は、都市の物理的特性（人
口、面積など）には左右されないが、潜在的な改善活
動の影響を受けるものである。

パラメータ値は科学的な単位（人口 100,000人当たり
の年間交通事故死亡者、車両キロメートル当たりの年
間メガジュールなど）で表記される。基準値を標準化
するため、すべてのパラメータは 0（最低点）から 10
（最高点）までの段階で再計算される。指標の基本的
な尺度（校正）はベルギーの都市（ブリュッセルなど）
とリスボンのデータ、あるいは演繹的選択や長期的な
持続可能性の目標に関する文献研究（死亡者の「ビジョ
ン・ゼロ」など、すなわち輸送システム内において事
故による死亡者がいないこと）から着想を得たもので
ある。本報告書に示す尺度の一部は、6つの被験都市
における体験を基に修正されている。

以下の理由から、バランスの取れたパラメータの尺度
が必要である。
 – さまざまな指標の機能の長所と短所、および持続
可能な都市のモビリティの側面を特定するため。

 – ある特定の指標における都市の位置付けを、参照
したい他の都市との比較から明らかにするため。

 – 解決策がパラメータの数値に及ぼす影響を確認す
る。重要性は高くても小規模な改善はより大きな改
善の陰に隠れてしまう可能性があるため、尺度のス
パンを調整したり、より小さな分野に重点を置いて
指標を計算したりする。これにより、都市はさまざ
まな解決策を実施する妥当性の試験が可能になる
だけでなく、解決策を選択できるようにもなる。ま
た、解決策の実施前後のパラメータ値の比較によ
り、都市はそれらの解決策の効果をモニタリングす
ることができるだろう。

パラメータ値は、その都市内の異なる区域（都心部や
輸送回廊地帯）の平均点となる。また、パラメータ値
は、その都市がより持続可能になる過程での、特定の
指標における総合的な位置付けも示している。その結
果、解決策の影響は（過度に）限定されてしまう可能
性がある。解決策の評価を考慮すると、尺度の設定に
は以下のことが当てはまり得る。

 – 意図的に尺度の範囲を調整する（初期値のスパン
はそのまま利用可能）。

 – 都市の測定エリアを減らす（重大な地域または回
廊地帯のみなど）。これは、データの選択（現地で
の測定や集団調査など）のみを考慮しなければな
らないことを意味している。この場合には、パラメー
タ値の妥当性を確認する必要がある。

平均値を用いるということはまた、ある都市にとって最
適な解決策を特定する上で最も関連性のある極値を隠
すことにもなる。例えば、移動時間の平均値を除けば、
回廊地帯におけるある一定期間（何週間または何カ月）
の移動時間の変化は、それが移動時間の予測可能性
を示していることを考えれば、少なくとも関連性のある
値かもしれない。こうした予測可能性は、輸送利用者
が旅行を計画する際、事前に組み入れる余計な時間を
決める要素となる。さらに、都市はいくつかの指標に
ついて、指標計算を消費者または市民のさまざまなグ
ループや輸送形態で細分化することができる。このよ
うに個々に適した評価は、特定課題を対象とする上で
使用可能である。
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VII 方法論
- 概論 

1 指標パラメータの計算方法
次の章では、持続可能性を採点する各指標とパラメー
タの定義について説明する。これらのパラメータは、次
の章で説明する式で算出する。各パラメータの詳細な
説明は、次章を参照されたい。

また、指標のスプレッドシートを作成した。

a 変数の種類
変数は以下の 7種類で構成されている。

1 共通の入力変数：都市の住民数（パラメータ式では
「人口」と呼ばれる）などの入力は変数であり、さ
まざまな指標パラメータの計算で使用される。

2 指標固有の入力変数：この変数は、都市交通機関
の持続可能性における側面を示す指標に対応する、
輸送の安全性レベルを計算するための交通事故死
亡者など、いずれかの指標の式に使用される。
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VII 方法論
- 概論 

3 デフォルト値の変数：指標の値を計算するための式
における変数である。WBCSD SMP2.0プログラムは
デフォルト値を提案している。都市がより適切な値を
適用できれば（国内で使用される天然ガス 1m3当た
りのエネルギー含量などの地域差に応じて）、デフォ
ルト値は都市固有の値に置き換えることができる。

4 換算値変数：科学研究や他の変数との科学的な関
係に基づく固定値。

5 出力変数：式計算の結果であり、関連する持続可能
性指標に対するパラメータ値を示す。

6 計算値：中間計算の結果であり、これ以降の指標計
算過程で使用される。

7 情報入力変数：パラメータの計算では使用されない
が、地域や都市関連の計算に使用できる。

b 指標の採点
パラメータ値の計算に基づき、SMP2.0が提唱する 0
（最低）～ 10（最高）のパラメータ値の位置付けか
ら指標を採点する。つまり、10を獲得した側面につい
ては、都市が持続可能な機能を実現しているというこ
とになる。

2 データ収集の方法 
データ収集には 5種類の方法がある。図 6と図 7にそ
の方法を示す。図 6は、各方法の論理的関係を示して
いる。
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ਤ 6ɿ概要およびデータ収集の方法間の
論理的関係。出典：WBCSD SMP2.0、
2014年
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ਤ 7ɿ入力データソースの類型の概要。
出典：WBCSD SMP2.0、2014年

パラメータ計算のための入力データは、元来、現地で
の測定（交通量観測装置などの計器による）または集
団調査（輸送機関の利用者への平均通勤・通学時間の
聞き取りなど）のいずれかに基づいている。一部のデー
タは既存のデータベースに保存されているが、その他
のデータは地勢上の分析が必要となる（地図に基づい
た都市の自動車道路の距離計算など）。特定のソフトウェ
ア（地理情報システム（GIS）のソフトウェアパッケージ）
が望ましく、そうした分析のために必要となる場合もあ
る。交通（シミュレーション）モデルを使用して、交通
や輸送の機能（特定の種類の道路を移動する自動車の
走行距離など）を計算する必要がある。

データソースのグループ化については図 7を参照され
たい。このスキームは、入力データとパラメータ式の関
係を表している（スプレッドシートに示されるとおり）。5
種類のデータソース間で都市に最も関連性がある差は、
未処理データと処理データの間に現れる。未処理データ
は、既存のデータベース、調査、または測定から直接
取得できる。処理データは、未加工データの分析（通
常は GISを使用）またはそれらの未加工データに基づ
く計算（通常は交通モデルを使用）により得られる。関
係するソフトウェアパッケージを導入できない（導入す
る余裕がない）都市は、第二のオプションとして未処理

のデータソースを利用せざるを得ない。第三のオプショ
ンは、（一部の）入力データの近似値を見いだすため
に最も有力な推測値を用いる方法である。もちろん、こ
の第三の方法に基づく指標の信頼性や関連性までもが、
かなり疑わしい可能性がある。そのため、第三のオプショ
ンで推測された入力データについては、誤差によって採
点結果がどれほど影響を受けるかを確認することを推奨
する。

図 8には、19の指標すべての最も適切な入力データソー
スの類型の概要とスケーリングが示されている。詳細は、
各指標の方法とスケーリングを個別に取り上げた次の章
を参照されたい。以降のページでは、さまざまな種類
の入力データソースについてさらに一般的に説明し、各
指標に最も適切なデータソースの種類を明確に示す。
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図 8：19の指標すべての入力データソース
の類型の概要。 
出典：WBCSD SMP2.0 IWS、2014年
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a 既存データベースの使用
通常は、すべての方法において既存データベースを使
用する。一部の指標については、既存のデータベース
で係数が得られる場合がある。場合によっては、信頼
できる国際的な情報源を使用する必要がある。それ以
外には、特定の国または都市のデータベースから、さ
らに関連性が高い、あるいは場合によっては唯一の、
適切なデータが得られることもある。以下の指標の一部
は、国際的なデータベースまたは国内のデータベース
からの係数に基づいている。
大気汚染の発生（国際データベース） 
温室効果ガス（GHG）の排出
エネルギー効率（国際データベース）

以下の指標は、主に都市の（または地域固有の）デー
タベースに基づいており、都市、地域、または国の経
済の機能のモニタリングの枠内で報告される必要があ
るため、使用可能になる見通しである。

最貧困者にとっての公共交通機関の価格の手頃さ
交通事故死亡者（都市または地域／国のデータ
ベース）
経済機会
正味公共財政

上記 4つの指標のデータは第 1の主要カテゴリーにグ
ループ分けされ、以降「既存データ」方法（M1）と表す。 

住民数、都市（地域）の外見、移動距離も式の分母と
して使用する特定のデータである。

交通モデルとGISの計算では、（インフラのネットワー
クなどに関する）特定のデータを統合する必要がある。
これらの方法については後述する。
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指標 データソース例
価格の手頃さ 公共交通機関の運営会社による報告、国勢／市勢調査、統計局

大気汚染の発生、温室効果ガスの排出、
エネルギー効率

市政データ：駐車場、環境局、国家/都市排出規制報告書、1km当
たり排出量の標準規制

渋滞 （現地の測定値でない場合）オンラインアプリまたはナビゲー
ション装置

騒音 （現地の測定値でない場合）統計局

交通事故死亡者 道路交通事故統計、国勢／市勢調査、世界銀行／国連グローバ
ル指標のデータベース

アクセス 国勢／市勢調査、統計局

都市機能の多様性 都市計画課

公共財政 公共交通機関の運営会社による持続可能性報告書、都市予算

空間利用 都市計画課

アクティブ・モビリティ 都市計画課、モビリティ担当課

表 2：6都市の指標の計算に用いられる
データソース例



b 調査
集団調査は以下の指標について行われる。
モビリティが困難な対象者にとっての利用しやすさ
公共の場の質
通勤・通学の移動時間（交通モデルが利用不可の
場合）
輸送形態の統合
快適さと楽しさ
セキュリティ
経済機会

上記の指標のデータは第 2の主要カテゴリーにグループ
分けされ、以降「調査」方法（M2）と表す。

以下の指標について別の輸送形態を使用した移動
距離が交通モデリングや既存のデータベースにより
利用できない場合は、「調査方法」と同じ方法に従っ
て調査を実施する必要がある。
大気汚染の発生
温室効果ガスの排出
渋滞と遅延
エネルギー効率

調査対象のトピックは指標ごとに説明する（後述参照）。
調査用紙サンプルは付録 IIIに記載する。
ここでは、方法に関する一般的な共通の側面について
述べる。

 – 対象となる母集団は、各種輸送形態の利用者およ
び非利用者である。

 – 家族、店舗、教育機関、職場当たり1人のみが回
答する。回答者がその都市の住民か、外部からそ
の都市への通勤・通学者かを明確にする必要があ
る。

都市の動態をできるだけ反映するため、一般的な調査
対象には住民だけでなく旅行者や通勤・通学者も含め
る。ただし、モビリティが困難な人々に関する質問は、
住民のみを調査対象とする。

対象グループ
ほとんどのトピックが母集団全体（広義では、住民だけ
ではなく通勤・通学者、訪問者、旅行者など）に対し
て質問される。
公共の場の質
通勤・通学の移動時間
経済機会
輸送形態の統合
快適さと楽しさ
セキュリティ

1つの指標は、以下のように特定のグループを対象とし
ている。
モビリティが困難な対象者にとっての利用しやすさ
高齢者（65歳以上）
妊婦
障がい者： 
身体障がい者
視覚障がい者

モビリティが困難な人々の特定は、世界共通の分類
（持続可能な都市のモビリティに関する欧州プロジェ
クト「CIVITAS」で使用されているものなど）に基づく。
障がい者に適合した施設とは別に、その他の特定の設
計基準を、歩行者のキャリーバッグ（ショッピングバッ
グ）、荷物、またはベビーカー利用者などについて提
案できる。

一部の都市や公共交通機関の運営会社は、公共交通
機関の車両で自転車を運ぶ設備を提供しようと努めて
いる。

対象となる母集団を表すサンプルの 
最小規模

調査するサンプルの規模を決定するには、以下の変数
を検討する必要がある。

 – 許容誤差 E：調査結果の無作為のサンプリング誤
差の量または許容できる誤差の量を表す統計値。
誤差の限度を低くするにはサンプルの規模を大きく
する必要があり、誤差の限度が大き過ぎると（調査
の報告結果が真の数に近いという）信頼度が低く
なる。5%の許容誤差が一般的な選択肢である。

 – 信頼度 c：信頼度は許容できる不確実性の度合い
である。この数は 100%未満の任意の割合になる
が、最も一般的な信頼度は 90%、95%、99%である。
この 3つのうち 95%の信頼度が最も頻繁に使用さ
れる。信頼度を高くするには、サンプルの規模を大
きくする必要がある。

 – 回答分布 r：各質問に対して見込まれる結果。サン
プルが何らかのかたちで大きくゆがめられている場
合、統計の母集団もゆがめられている可能性があ
る。不確実な場合には、50%を用いてサンプルの
規模を最大にする。

 – 母集団の規模 N：母集団とは、把握しようとして
いる人々、ゆえに無作為のサンプルから選択すべ
き人々の完全な集合体である。サンプルの規模は
20,000以上の母集団ではあまり変化しない。
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サンプルの規模は以下のとおり定義されている。

ここでは xが以下のように定義されている。

Zは標準点である。

値                                         は信頼度 cに対する 

臨界値を表している。

Eは以下のように定義できる。

表 3は、母集団の規模に基づいたサンプルの規模を示
している。

例えば、住民 1,107,623人の大都市圏に母集団全体が
存在する、クロアチアのザグレブ市を例として、母集団
全体を表すサンプルに基づいた調査をすることが目標
であるとする。各質問に対して見込まれる結果が分か
らないため、rは 50%と定義する。許容誤差 Eは 5%
の値を選択し、信頼度 cは許容できる不確実性の度合
いである 95%に設定する。これらのデータに基づくと、
サンプルの規模は 385の無作為に選択されたザグレブ
市の住民となる。
公共交通機関の質のみを調査する場合には、対象とな
る母集団はザグレブ市の公共交通機関のサービス利用
者数と定義される。ザグレブの市営交通網のデータに
基づくと、公共交通機関の乗車回数は毎日 816,438回
であり、各乗客は 1日に平均 2回乗車している。利用
可能な情報を使用すると、対象となる母集団の規模を
408,219の公共交通機関の利用者と決めることができ

る。E、r、cの事前に規定された値とサンプルの規模
決定に対して示された式に基づくと、サンプルには 384
の無作為に選択されたザグレブ市の公共交通機関の利
用者が含まれることになる。

この例から、サンプルの規模は 20,000以上の母集団に
対してあまり変化がないことも明らかである。

実施
調査は、現地の文化背景を考慮して実施すべきである。
6都市の調査では、匿名性の確実なオンライン調査で
より良い成果が得られた。十分な回答者数を確保し、
確実に人口動態を反映させるために調査員を活用する
こともあるが、オンライン調査は費用面において割安、
かつ将来的な再実施も容易という利点があるほか、回
答の集計・分析を自動化できる。

対象となるグループは、無作為の選択に関して以下の
点で母集団全体を代表しなければならない。
 – 性別
 – 年齢層
 – 学歴
 – その他

モビリティが困難な人々にとっての利用しやすさに関す
る指標には、特定の対象グループを選択する。

1日の平均交通量が、年間の毎日の平均交通量の±
2%の範囲内にある月で調査を実施する必要がある。

調査を避けなければならないのは、休日（労働者の日、
イースターなど）、休日ではないその他の記念日（バレ
ンタインデー、聖パトリックの祝日など）、学校の休暇
期間、夏時間や冬時間への変更直後、特別行事（地域
の祭り、スポーツ・イベント、大規模なコンサートなど）、
極端な天候状況の日などである。

別の年に調査を繰り返すかどうかは、予測される結果
の変化（何らかの解決策の実施後、外部変化の後など）
に対する調査の実施費用について検討することで決ま
る。ただし、都市のモビリティの持続可能性を綿密に
モニタリングすることが望ましいとする都市の場合、無
作為に選択した個人のグループで年 1度の調査を繰り
返す必要がある。対象となる母集団の規模が前回の調
査から変化している場合は対象となるサンプルの規模を
修正できるが、許容誤差、信頼度、回答分布の値は結
果を確実に比較できるようにするために同じ値を使用す
る必要がある。

調査の質問
 – 各調査には、以下をはじめとする、関連する人口
統計データおよび確認用の情報が含まれる。

  性別
  年齢
  最終学歴
  職業
  世帯家族数
  現在同居している 18歳未満の子供の有無、 

 人数
  配偶者の有無
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一部の指標に関連する可能性のある情報についてのそ
の他の質問は、回答者が介助を必要とする人と共に移
動しているかどうか、公共交通機関のパス、運転免許、
車、オートバイ、または自転車を所有しているかどうか
などについての質問である。

 – 付録 IIIに標準的な調査用紙サンプルを記載する。
調査内容は、現地の文化背景に即したものでなけ
ればならない。回答者の住所記載を求めても何ら
問題にならない都市がある一方で、それがセキュリ
ティ上の問題となり、調査拒否につながる都市もあ
る。同様に、現地に該当しない質問項目（パーク
アンドライドが導入されていないなど）がオプショ
ン内に含まれている場合、それらの項目は削除す
べきである。質問項目を変更した場合は、算出の
スプレッドシートも変更する必要がある。自由回答
形式の質問は指標値計算には使用できないが、都
市の状況や消費者の期待の詳細な質的分析に役立
つ可能性がある。

 – 調査を実施する前に、すべての関連地方条例を検
討し（プライバシー問題に関する規制など）、それ
に応じて調査を調整する必要がある。

 – 調査員が実施する場合、調査員が 1人で実施する
調査の 10%は、回答者と連絡を取って確認する必
要がある。不正が発覚した場合、その調査員が実
施したすべての調査は無効と判断する。

 – すべての調査員は実施する調査の準備を適切に行
い、調査内容を熟知し回答者に必要な追加情報を
提供したり、必要に応じて調査の質問に関する追加
説明をしたりできなければならない。調査内に使用
されたさまざまな概念（カープーリングとカーシェ
アリングの違いに関する正しい知識など）の把握を
確認することが重要である。

 – すべての調査員は、必要な追加データすべてを持ち
合わせている必要がある（公共交通機関の停留所
に関する質問がある場合には公共交通機関の停留
所のリストなど）。調査員の準備が十分であることが、
調査を成功させる上で重要であると考えられる。

c 交通モデリング
一部の指標に対する、交通モデルには以下の方法が推
奨される。
温室効果ガス（GHG）の排出
エネルギー効率
大気汚染の発生

上記 3つの指標のデータは第 3の主要カテゴリーにグ
ループ分けされ、以降「計算」方法（M3）と表す。

また、渋滞と遅延の指標は移動距離を表すデータに部
分的に基づき、その移動距離は交通モデル計算（また
は公共交通機関などの既存データベース）を通じて算
出される。
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都市に交通モデル計算のツールなどがない場合、代わ
りに以前の交通モデルの調査で取得したデータを参照
するか、そのデータもない場合には、調査（上記参照）
を実施して、輸送機関（乗車用や貨物用など）の利用
者の代表的サンプルからさまざまな手段で移動距離を
算出する。

交通モデリングを目的として、無料または有料の多数の
アプリケーションを検討できる。そのうち、マクロ的ア
プリケーションと（マクロとミクロの）中間的アプリケー
ションとして以下が挙げられる（アルファベット順）。

マクロ的アプリケーション
• Aimsun
• Cube Voyager
• DYNEV
• Emme
• OmniTRANS
• OREMS
• TransCAD
• TransModeler
• PTV Visum

中間的アプリケーション
• Aimsun
• Cube Avenue
• DTALite/NeXTA
• Dynameq
• DYNASMART
• DynusT
• OmniTRANS
• PTV VISSIM
• Tracks
• TRANSIMS
• TransModeler

推奨した方法は上記ソフトウェアのいずれかを利用した
ものではないが、統一モデリング手順を目的とするモデ
リング・ガイドラインを示し、他の都市と共にベンチマー
クとして使用できる。

中間的（小都市向け）およびマクロ的な交通モデルの
アプリケーションを推奨する。この目的に対して、以下
の入力データを含める必要がある。

• 人口の集計測定
• 土地利用
• 出発地と目的地（OD）のマトリックス
• 輸送機関別分担
• 交通網内での出発地と目的地の間のルート選択

指標計算のために収集するモデル出力値は自動車の走
行距離である。

多くのモデルから排出量やエネルギー消費量（道路交
通に対する）も直接生成される。

d 地理情報システム（GIS）
都市向けの GISは、適切なソフトウェアパッケージを
使用して制作されなければならない。多くの都市では、
空間（社会的および地理的）データを管理するために
このようなシステムを導入している。

空間データに基づくパラメータは以下のとおりである。
渋滞と遅延
モビリティ空間の利用
モビリティ・サービスへのアクセス
都市機能の多様性
アクティブ・モビリティのための機会

上記の 5つの指標のデータは第 4の主要カテゴリーにグ
ループ分けされ、以降「分析」方法（M4）と表す。

空間データに基づくすべての指標は、必要なデータが
利用可能であれば、GISの簡単な操作で得られる。デー
タが利用できない場合はデータ収集（直接データ入力）
またはデータ転送（他のシステムからのデータ入力）
により収集する必要がある。

データ収集の 2つの主要な種類は以下のとおりである。

第 1データソース：
第 1データソースは、GISプロジェクトでの使用専用に
デジタル形式で収集される。

 – ラスター・データ収集：遠隔感知の技術を使用して、
直接物理的な接触をしないで、オブジェクトのプロ
パティに関する情報を引き出す。現在では、この用
語は主に地球観測（人工衛星、気球、船、その他
のツールによる地球の表面のデータ収集）に使用
される。

 – 主な収集方法は地上測量とGPSの 2つである。
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第 2データソース：
第 2データソースは、もともとは別の目的のために収
集されたデジタルデータおよびアナログデータのひとま
とまりであり、GISプロジェクトでの使用には適切なデ
ジタル形式に変換する必要がある。

 – スキャナを使用したラスター・データ収集。
 – 地図などの地理データソースからのベクター・オブ
ジェクトのデジタル化

この場合、データ転送用の主要ソースは前述した既存
データベースである。

e 現地での測定
騒音障害、渋滞と遅延の指標は第 5の主要カテゴリー
にグループ分けされ、以降「測定」方法（M5）と表す。

これらの指標の測定地点数を許容できるレベルに制限
し、調査位置を選択して典型的な問題地域（すなわち
解決策の対象地域でもある）を示すために、特定の方
法を開発し、該当する指標を取り上げた章で説明する。
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VIII WBCSD SMP2.0
の 19の指標 
に関する方法論
a 定義
人口のうち最も貧困な 25％の家計における基本的な活
動を満たすための公共交通コストの割合。

b パラメータ
人口の下位 4分の 1の最貧困者に関する公共交通の価
格の手頃さ指数。妥当とする 60回の公共交通乗車に対
するコストおよび平均世帯月収の関係に基づく。
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c 方法論の説明
è M1：既存データ（都市または国の既存データベー
スで入手可能）

パラメータは、既存の社会経済統計または対象とする
特別なグループ（母集団の下位 25%の最貧困者）の
家計の平均を特定するためのデータベース分析に基づ
いている。ここでいう価格の手頃さとは、1世帯にかか
る運賃の支出とその世帯の収入の割合と定義されてい
る。したがって、価格の手頃さは、利用者が運賃を支
払うことができる能力を捉えている。より経済的に利用
しやすいシステムとは、利用者の収入に占める消費の
割合がより少ないシステムである。乗車回数と乗車距離
は、月に 10kmの乗車を 60回としてすべての都市に対
して設定している。

d 計算式と計算方法

AI：人口の下位 4分の 1の最貧困者に関する公共交通
の価格の手頃さ指数［世帯収入の割合（%）］

TPTi：公共交通機関形態 iでの公共交通機関乗車回数
の月当たりの割合［%］

F10kmi ：公共交通機関形態 iでの 10kmの公共交通機
関の乗車運賃［通貨単位］

Minc25% ：人口の下位 4分の 1の最貧困者の平均月収
［通貨単位］

i：利用できる公共交通機関形態［種類］

60：1月に 60回乗車
 
e 出典 
方法論：
世界銀行が南米各都市で使用した以下の方法論から着
想を得たものである。
Carruthers, R.、M. Dick、A. Saurkar（2005年）、
発展途上国における公共交通機関の価格の手頃
さ（Affordability of Public Transport in Developing 
Countries）、交通に関する論文、世界銀行グループ 
（ワシントン）

f 尺度
 

è 0：≥ 35［%］
è 10：≤ 3.5［%］

g 注記
通勤・通学、健康などの社会サービスを受けるために
必要な移動、家族や友人を訪問するために必要な移動、
その他の重要な活動を控えることなく特に都市内でな
される緊急な移動を行う能力を評価する。

 – この定義は、運賃を家計（社会経済統計のデータ
ベースから抽出される）と関連付けて検討しなけれ
ばならないことを示唆している。

 – 距離 10kmの月当たり乗車回数を 60回と仮定して
いる。

h 追加ガイドライン
重要なトピックと判断される場合、月当たりの乗車回数
と移動距離を現地の状況に合わせて都市ごとに調整可
能である。
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a 定義
障がいのある対象者の輸送および輸送サービスの利用。 

b パラメータ
対象者にとって、都市交通の平均的な利便性の報告。 

c 方法論の説明
è M2：調査
「調査方法論」の概要は、「VII. 方法論－概論」で説明
している。選択された対象集団は、65歳以上、（登録）
視覚障がいまたは移動障がいを持つ人、妊婦である。

d 計算式と計算方法 
値は調査の平均点である。

AccDGscav：障がいのある対象者にとっての都市交通
に関する利用しやすさの平均点

AccDGsci ：障がいのある対象者集団 iの平均点

AccDGscij ：補助質問 jにおける障がいのある対象者
集団 iにとっての都市交通に関する利用しやすさの平均
点

i ：障がいのある対象者集団

ni：障がいのある対象者集団 iに関連する質問件数

m：障がいのある対象者集団の数

e 出典 
方法論：
Wennberg, H.、C. Hyden、A. Stahl（2010年）、バ
リアフリーの屋外環境：法的命令施行前後の高齢
者の見識（Barrier-free outdoor environments: Older 
peoples’ perceptions before and after implementation of 
legislative directives）
交通政策 vol. 17、464-474

次の 5つのカテゴリーにグループ分けした 27のユーザ
ビリティ因子に関する調査を説明している場合、（(1) 物
理的障壁、(2) オリエンテーションおよび注意（盲人・
視覚障がい者に関連）、(3) バス停および店舗、(4) 秩序、
(5) ベンチおよび椅子）で表現される。詳細は論文を参
照されたい。

f 尺度
 

è モビリティが困難な人々の利用しやすさについて報
告された平均満足度（尺度：0～ 100%）
è 0：0［%］
è 10：100［%］

g 注記
 – 障がいのある対象者にとって便利で利用しやすい要
素の例として、障がい者や高齢者のための公共交
通における利用可能性に関する特例、視覚障がい
者のための歩道や鉄道の駅に関する規定、障がい
者および高齢者のためのバスの専用席、障がい者
専用駐車場などが挙げられる。

モビリティが困難な対象者にとっての利用しやすさ

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0 100

任意の都市：61

平均点（%）



大気汚染の発生

a 定義
すべての乗客および貨物の都市の輸送形態からの大気
汚染の発生。
 
b パラメータ
人口当たりの年間総有害排出物等価。

c 方法論の説明
è M3：計算（交通モデル）
この指標によって、都市交通機関から排出される、人
口当たりの大気汚染物質の総排出量が測定される。こ
れは、人口当たりの総車両走行距離を該当する汚染物
質の排出量に換算して計算する。総車両走行距離数は、
交通モデルによって収集されるのが望ましい。

この指標は、エネルギー強度に対する既存のパラメー
タを用いて計算する。パラメータによって、物品と人の
両方の移動に使用されるエネルギー量が測定される。
指標は、形態別 1台当たりの車両走行距離で使用した
燃料を示す。種類別燃料（エネルギー製品）の量当た

りで使用したエネルギーにより、NOxや PM10など公共
の健康を害する最も重要な有害排出量が計算される。
排出物は、1台の排出当たりの NOx換算に基づいて計
算された NOx等価排出量で表す。

d 計算式と計算方法 
指標は、人口当たり年間総有害排出物等価として測定
する。形態ごとおよび車種ごとに、以下の手順で総車
両走行距離から算出する。

- 手順 1：車両の走行距離数をさまざまな汚染物質の
総排出量に換算する

- 手順 2：さまざまな汚染物質排出量を 1つの共通の
値に換算する

これは、以下の式で表される。

EHI ：有害排出物等価指数［kg NOx等価 /人口当たり（年
間）］

Eeqs ：排出物質の種類等価の健康上の影響値［因子］

Eijkcs：燃料種類 kに対して消費したエネルギーの 1台
当たりの汚染物質の排出量、輸送形態 iの車種 jの排出
クラス c（g/L、g/kg）

Aij：移動量（輸送形態 iおよび車種 jの走行距離）［年
間 1,000,000km］

Sijk：車種 jおよび輸送形態 iごとの燃料の種類 kの比率
［割合］

Ik：燃料の種類 kに対する走行距離ごとのエネルギー
強度［L/km、kWh/km、または kg/km］

Cap：人口（都市の住民数）［人］

k：エネルギーの種類（ガソリン、ディーゼル、バイオ
燃料、電気、水素など）［種類］

i：車種輸送形態（乗用車、路面電車、バス、電車、オー
トバイ、内陸船、貨物車、トラックなど）［種類］

j：車両クラス（可能な場合は、車種（SUVなど）を指定）
［種類］

s：物質の種類［種類］NOxおよび PM10に限定

c：排出クラス（ユーロ目標）［種類］

e 出典 
データ出典：換算率には特定の国内基準値を用い、計
算をその都市固有のものにすることが望ましい。特定
の国内基準値を使用できない場合は、文献を参照され
たい。

国内基準値は Sijk、Ik、Aijの係数に使用できると見込
まれる。多くの場合、国別の Sijk値が入手可能である。
乗用車、LDV、HDV、二輪車の細分化には、車両登
録制度を利用できる。車両技術クラスの細分化に必要
な名称指定済みの追加情報は、適切な都市のサービ
スで利用可能にすべきである。ベルギーに関しては、
フリート車両の情報は以下のウェブサイトから入手可
能である。
http://mobilit.belgium.be/nl/publicaties/stat. 

例えば、Eijkcsは、「2009年 EMEP/EEA排出物目録ガ
イドブック（EMEP/EEA Emission Inventory Guidebook 
2009）」（2012年改訂版）において EMEP/EEAが提供
している。ここでは、車種（乗用車、LDV、HDV、二輪車）
当たり、および車両技術と燃料の種類当たりで記載さ
れている。グラム /車両走行数で表した NOxおよび
PM10を含む排気物についても提供されている（http://
www.eea.europa.eu/themes/air/emep-eea-air-pollutant-
emission-inventory-guidebookなど）。

Eeqsは、AEA技術環境（2005年）「各 EU25加盟
国（キプロスを除く）および隣国からの PM2.5、NH3、
NOx、VOCの排出物 1トン当たりの損害（Damages 
per tonne emission of PM2.5, NH3, NOx and VOC's 
from each EU25 member state (excluding Cyprus) and 
surrounding areas）」を参照されたい。

36
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f 尺度

è 0：≥ 55［NOx等価 kg/人口当たり（年間）］
è 10：0［NOx等価 kg/人口当たり（年間）］

g 注記
 – CO2換算によってすべての温室効果ガス（GHG）
の相対的な影響を比較できる気候変動問題とは対
照的に、ここでは健康価値を開始点として使用し、
大気質への影響に関して汚染物質の相互の重さを
計算する。微量な健康への影響は、都市の基準レ
ベルに応じて異なると理解されている。参考のため、
追加される単位ごとに一定の健康因子を使用する。

 – 指標は、公共の健康を危険にさらす最も重要な有
害排出物（NOxおよび PM10）に重点を置いている。
PM2.5の排出量も公共衛生への重大な脅威となる。
PM2.5排出量データが一般的に入手可能ではないこ
とに加え、SMP2.0の方法論は可能な限り実践的で
あることを追求して構築されていることから、この
排出量は指標に含めない。さらに、その他の有害
汚染物質（CO、HC、SOx）のパラメータ計算は対
象に含めない。方法論をできるだけシンプルにする
ためでもあるが、健康への影響に関する適切な理
論値が不足していることもその一因である（排出量
増加の影響は、現在の汚染レベルに関係があると
示唆する調査もある）。

 – 排出量は、車種別の排出量を算出する。都市の大
気汚染には固定発生源による排出物も含まれるた
め、排出量は測定しない。指標は、モビリティのみ
に連動する排出物の客観的な予測である。

 – 駐車場での排出を軽減し、交通流を円滑にする対
策の影響を確認するため、走行距離当たりの排出
量が条件に追加されている。

包括的な大気汚染指数または大気質指数（APIと、そ
れぞれの AQIの指数）についての多くの継続的な調査
が進行中である。一部の国ではそうした AQIを提供し
ているが、指標の構成に設定された独自の、かつ国際
的に受け入れられた方法論はない。個別の汚染物質の

コストは、汚染物質の排出とそのために発生した健康
上のリスク（寿命が縮まるまたは健康を損なう）を合
わせることによって DALY（障害調整生存年数）で表す
ことがある（Ruggieriおよび Plaia、2011年）。しかし
DALYは、健康に関する状況および開発レベルが異なる
ため、各国によって大きく異なる場合がある。そのため、
大きく異なる経済地域の都市間で比較するための計算
は難しいと思われる。交通モデルがない場合は、乗客
の移動に関する人口、通勤・通学者、観光客、さらに
貨物に関する企業を含めた統計的に確実な調査を実施
しなければならない（M2：調査）。

h 追加ガイドライン
車両走行距離を推測する代替手段は、現地調査（代表
的な場所での交通量のカウント）または人々の外出時
の行動についての聞き取り調査である。車両走行距離
がモビリティに関する既存の都市データベースで利用可
能な場合には、もちろんその距離も使用できる。

この指標値を推測する際は、温室効果ガス（GHG）の
排出量およびエネルギー効率に関する代替手段のガイ
ドラインを流用できる。より精密なデータがない場合、
駐車場の存続年数（現地の事情に即した現実的なもの
であれば、国内データも使用可能）を使用し、（単一の）
排出基準を選択することも可能である。

自動車排出ガス規制（施行年）のデータは、以下のウェ
ブサイトなどから入手可能である。
http://transportpolicy.net/

http://delphi.com/manufacturers/auto/powertrain/
emissions_standards/

https://en.wikipedia.org/wiki/European_emission_
standards （なお、このウェブサイトは不確実な記載を含
む可能性がある）

（ग़యɿAEA技術（2005年）、ならびに
Wang、Santini、およびWarinner（1994
年）、ビクトリア交通政策研究所（www.
vtpi.org、2011年）に記載の米国都市）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0

OECD平均：7.68

≥55 
NOx等価kg/人口当たり（年間）

汚染物質 費用を参考としてNOxを伴う相対的
重要性（2007米ドルに基づく）
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騒音障害

a 定義
都市交通の騒音による住民の静寂性の侵害。

b パラメータ
騒音レベル Ldenの測定のための障害因子に基づく、
都市の交通騒音によって静寂性を侵害される人口の
割合。

c 方法論
è M5：現地での測定
指標は、代表として無作為に選択された市民宅の近
隣で行われる測定に基づいて評価する。騒音障害に
対する住民の認識レベルを考察するため、基準値を
使用する。
都市における交通騒音の測定の問題点は以下のとおり
である。

- 理想としては、多数の騒音測定が必要である。
- 測定は十分に長い期間を費やすべきである（理想と
しては 24時間以上）。

- 通常、多くの活動が騒音の発生源となるが、ここで
は交通騒音のみを含める。

測定量を許容レベルまで制限するために、提案された
方法論は、都市の異なるタイプの生活環境の 50カ所
から成る測定点に基づいている。
o 高速道路付近 5カ所
o 環状道路付近 5カ所
o 市内への連絡道路付近 10カ所
o 一般的な生活区域内 10カ所
o 注意を要する施設（学校、病院、介護施設など） 
付近 10カ所

o 低所得者居住地域 5カ所
o レクリエーション区域（運動場、公園など）5カ所

 – 測定の間、測定を妨げる可能性のあるその他の騒
音源に注意する（芝刈りをしている人など）。これ
により、その後の確認および考えられる障害の修正
が可能になる。

 – 上記の問題点を解決するためには、測定者を騒音
測定場所に恒久的に常駐させることが必要となるた
め、長期的な測定は実現不能である。最短期間は、
交通量の少ない道路（代表的な騒音の発生数を得
るために必要な自家用車の最小数）および測定期
間全体から時折発生する騒音事象を取り除ける可
能性によって決定する。測定は、日中（日中の交
通騒音がより重要で、夜間はその他の騒音源の可
能性が高い）に行わなければならない。

 – 測定は該当地域の人口密度に従って加重する。提
案された方法論では、12の密度クラスMWFi（都
市の密度の範囲に基づくクラスの範囲）が定義さ
れなければならない。クラスの提案配分は以下の
とおりである。

都市が走行距離および駐車場に関するデータを提供で
きない場合、現地の燃料補給所における燃料供給量を
基に燃料消費の数値を推測できる。燃料消費に対する
推定走行距離の数値は、以下のウェブサイトに記載さ
れている。

http://www.co2count.org.uk/defradoc.pdf

http://www.ukconversionfactorscarbonsmart.co.uk/
documents/2014%20Emission%20Factor%20
Methodology%20Paper_FINAL-4Jul14.pdf

http://www.ghgprotocol.org/files/ghgp/tools/co2-
mobile.pdf 

公共交通機関については、運営会社が車両運行に使
用した燃料あるいは電力の消費量を報告していること
がある。

測定地域の人口密度に基づくMWFi値
MWFi 住宅 /ヘクタール当たり 大規模な集人施設、学校、企業
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騒音測定：

 – 測定場所に到着した時点で、どのような状況であっ
ても常に測定を実施する。交通に関係ない騒音源
による障害は後から取り除く。

 – 家などの建物の内側にできるだけ近い騒音障害を
提示するために、建物の正面から 1m、高さ 1.5m
の所で測定を実施することが提案されている。不
可能な場合（立ち入り不可の庭、所有者の協力が
得られないなど）、測定は道路に近い所で行う（障
害となる要素を注記する）。アパートの場合は、欧
州連合（EU）の一般的な条例に従って 1階（高さ
1.5mの測定位置）で測定する標準手法を採用する。
そうでなければ、近くの最も類似した場所で測定
する。他の手法（別の高さで測定するなど）を適
用するに足る理由がある場合は、測定場所を変え
てもよい。ただし、基準を適用しない場合は結果
の比較が困難になる（異なる測定期間、都市の異
なる地域など）。

  

- 測定中、パラメータをいくつか登録する必要がある。

o 交通流：10分当たりの車両数

o その他の騒音源（電車、飛行機など）

o 道路の特徴（道路脇への距離、路面タイプ、速度制
限、道路タイプ、車線数、交差点の有無およびタイ
プなど）

o 地域の特徴（建物の種類、最新の変更の証明、植
物の有無）

o 気象状況（太陽、曇天、風、雨など）

図 9：交通騒音測定場所の例

Ldenの計算：
Ldenは、昼間、夜間、深夜・早朝の「平均」に関して
定義されており、夜間の騒音には 5dB、夜中の騒音に

は 10dBのペナルティが適用される。定義は以下のとお
りである。

ここでは、LD、LE、LNが、A特性で加重した長期的
LAeqである。ISO 1996-2（1987年）の定義のとおり、
最も騒音にさらされる正面で、昼間（7時～ 19時）、
夜間（19時～ 23時）、深夜・早朝（23時～翌朝 7時）
の時間周期で年間で測定する。現地の文化や習慣が、

提案された時間周期（この問題に関して最近の ISO版
にも準拠）と異なる場合、こうした時間周期は都市ご
とに合わせることができる。

d 計算式と計算方法



40

NI：騒音障害指数［人口の割合（%）］

i：測定数［数］

MWFi：測定の加重係数 i（地域の人口密度による。12
の密度クラスを考慮する）［数］

HFLdeni：表の HFLdeni値を伴うLdeniにおける障害
因子（部分的な人口）：［dB(A)］

LD：昼間（7時～ 19時）の騒音因子または地域に関
連する昼間の値［dB(A)］（12時間）

LE：夜間（19時～ 23時）の騒音因子または地域に関
連する夜間の値［dB(A)］（4時間）

LN：深夜・早朝（23時～翌朝 7時）の騒音因子また
は地域に関する夜中の値［dB(A)］（8時間）

Lden数値を仮定した場合の障害因子
Lden > 84dB(A)の場合：1
Lden > 81dB(A)の場合：0.9
Lden > 78dB(A)の場合：0.8
Lden > 75dB(A)の場合：0.7
Lden > 71dB(A)の場合：0.6
Lden > 67dB(A)の場合：0.5
Lden > 62dB(A)の場合：0.4
Lden > 57dB(A)の場合：0.3
Lden > 49dB(A)の場合：0.2
Lden > 37dB(A)の場合：0.1
Lden <  37dB(A)の場合：0

e 出典
方法論：
2005～ 2010年の EU騒音指針
障害因子の基準値のデータソース
出典：Miedema、H.M.E.、H. Vos（1998年）、交通
騒音に関する騒音への暴露と反応の関係（Exposure-
response relationships for transportation noise）、J. 

Acoust. Soc. Am. 104(6)、3432-3445
McGuire, S.、P. Davies（2008年）、タイヤと道路の摩
擦騒音に当てはまる騒音障害を数量化するための方法
の概要（An overview of methods to quantify annoyance 
due to noise with application to tire-road noise）

f 尺度
 

è 0：≥ 70［人口の割合（%）］
è 10：0［人口の割合（%）］

g 注記
 – 都市交通の交通騒音には、道路・鉄道による乗客
と貨物の輸送が含まれる。

 – 騒音障害で被る影響がよく分かるようにするため、
測定値は該当地域の人口密度に従って加重する。
これによって、優先すべき騒音軽減対策の集中対
象地区を確認することにもなる。

 – 調査の結果、基準値を用いた、騒音レベルに基づ
く不快レベルの推測が可能であることが判明した。 

h 追加ガイドライン
都市が該当地区の騒音モデルを有する場合、それらの
結果を使用して Ld、Le、Lnを明らかにできるほか、選
択地点の Ldenを直接確認できる。
意図的な基準地の選択を避けるため、調査地の選択は
騒音モデルの実施前を推奨する。

a 定義
道路および鉄道の交通事故による都市の死亡者。 

b パラメータ
都市輸送による交通事故の結果、事故発生後 30日以内
に死亡した年間交通事故死亡者（人口 100,000人当たり）。

c 方法論の説明
è M1：都市または国のデータベースの未加工データ 
指標は、既存のデータベースに基づいている（主に道
路交通事故統計）。報告データは人口 100,000人当た
りの年間交通事故死亡者というかたちで表されなけれ
ばならない。こうした調整は、さまざまな都市のデータ、
または全国平均および目標値を伴うデータの比較のた
めに必要である。

d 計算式と計算方法

FR：交通事故死亡者［人口 100,000人当たりの年間
死亡者］

Ki：輸送形態 iの死亡者数［年間当たりの数］

Cap：人口（都市の住民数）［人］

i：輸送形態（乗用車、貨物車、路面電車、バス、電車、
オートバイ、河川輸送など）［種類］

  交通事故死亡者

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0

アントワープ：31

人口の割合（%）
≥70
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e 出典
方法論：
Global Cities Institute（2013年）、グローバル都市指
標「プロフィール指標」（Global City Indicators, “Profile 
Indicators”）、http://www.cityindicators.org/Default.
aspx、p. 2

 – 1968年ウィーン条約で採択された交通事故死亡
者の国際的定義は、「事故で受けた負傷が原因で、
事故後 30日以内に死亡する犠牲者」としている。

データ出典：国／地域または都市のデータ源あるいは
世界銀行／国連グローバル指標のデータベース（道路
における死亡者にしか言及していないため、提案され
たWBCSD SMP2.0の方法論には鉄道における死亡者
を加える必要がある）

f 尺度
 

è 0：35［人口 100,000人当たりの交通事故死亡者］
è10：［人口 100,000人当たりの交通事故死亡者］
è尺度 0の参考データ：「ビジョン・ゼロ」目標
è尺度 10の参考データ：エジプト、2000年度データ：
人口 100,000人当たりの交通事故死亡者 42人

g 注記
 – 例えば、OECDは負傷者の種類について明確に定
義しているが、輸送における負傷者の過小報告と地
域で大きく異なる定義のため（交通安全に関して優
れた実績のある国でさえも）、確実で相当な数を特
定することは不可能であると結論付けられている。
したがって、死亡者指標に限定することを提言する。

 – 「致命的でない事故の負傷者記録はずさんである。
すべての道路における交通事故死亡者については、
最低 20人が非致死的傷害である。傷害の重症度
は迅速な治療が施されたものや、診療の必要がな
い、または求められないものから、不治の傷害と
なるものまでに及ぶ。傷害の重症度の確実な評価
には、臨床経験が必要である。負傷に関する公式
情報を記録する多くの国の警察は、確実に負傷を
区別するための十分なトレーニングを受けていない
ことが多い。傷害の重症度の異なる定義は、負傷
の報告をさらに煩雑にしている。」（WHO（2013年）、
世界の交通安全に関する報告、p. 7）。

h 追加ガイドライン 
6都市の中には、交通事故死亡者が驚くほど多い都市
もあった。これは、世界各地で見られた極値を尺度とし
たためである。そのため、先進都市のほとんどで数値
9を超えることも考えられる。

モビリティ・サービスへのアクセス
a 定義
モビリティ・サービスへ適切にアクセスできる人口の割
合。

b パラメータ
公共交通機関（停留所または駅）や共有モビリティ（車
または自転車）システムの徒歩圏内に住んでいる人口の
割合。

c 方法論の説明
è M4：（空間データの）分析（地理情報システム（GIS）
使用）
提案されたパラメータは、「母集団が住む場所の都市
圏内にある公共交通機関のサービスエリア内の住民の
割合」という観点から、モビリティ・サービスの利用
しやすさを分析する。これは、公共交通機関の停留所
（小型乗り合いバスなどの補助的交通機関を含む）か
ら 400m、または鉄道の駅から 800mの直線距離内に
住む人々の割合である。放射状の直線距離の測定と
は別に、街路網に沿って測定した実際の距離も使用で
きる（もちろんこちらの方が現実的である）。使用され
る実際の距離に基づいたサービスエリアを定義する値
は、バスの停留所の場合は 500m、鉄道の駅の場合は
1,000mである。直線距離に基づく地図上の円内にサー
ビスエリアがある場合、公共交通機関の停留所から直
接到達できない地域を避けるため、川、ダム、高速道
路といった障害物を考慮に入れる必要がある。

サービスエリア内に住む人々の割合は、空間データ、
すなわち Buffer Wizard（ArcGisや ArcViewなどのソフ
トウェアと使用）を用いた GISで計算できる。Buffer 
Wizardを使用すると、その地物から指定された距離で
地物（地点、ライン、多角形）の周囲にリングを描ける。
Buffer Wizardを利用するには、地図に定義済みの地図
単位が設定されている必要がある。そうでない場合に
は、バッファを処理できない。必要なデータは2つの別々
のシェープファイルであり、公共交通機関の停留所に関
するものと母集団に関するものである。

d 計算式と計算方法 

AccI：適切なアクセス指数［人口の割合（%）］

PRi：公共または共有形態 iの駅（または停留所）から
のアクセス可能な半径内に住む人の数（電車、地下鉄、
カーシェアリングの駅から 800m、その他の形態範囲で
はカウントされていないバス、路面電車、または自転
車の共有場所から 400m）［人］

Cap：人口（都市の住民数）［人］

≥35
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ブリュッセル：2.77

人口100,000人当たりの交通事故死亡者
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GISを使用することで、公共交通機関のサービスエリア
内に住む人の割合を計算できる（公共交通機関の停留
所から 400mまたは鉄道輸送の停留所から 800m）。公
共交通機関の停留所のシェープファイル上で 400mの
半径と 800mの半径で Buffer Wizardを使用すると、こ
の半径内に住む人 と々の重複を計算できる。
通りや公共サービス網の GIS処理を行う場合、街路網
に沿って測定した実際の歩行距離を使用するとよい。そ
の場合、物理的な障害を考慮し、半径を 500mおよび
1,000mに設定する。

特定の地域やその他のローカルな環境に応じて、都市
固有のサービスエリアを採用できる（中東など）。

e 出典
方法論：
提案された 400mおよび 800mの制限は、以下の文献
に基づいている。
 – TNOビジネスユニットMobility & Logistics（2007
年）、欧州輸送政策に関する改善、持続可能性
の試験およびツール（Re�nement and test of 
sustainability and tools with regard to European 
Transport policies）、p. 110「一般に認められてい
る半径は 400mで、これは人が公共交通機関のサー
ビスを利用するために歩いて行けそうな最大距離
であることが明らかになった。」

 – Transport for London（2010年）、公共交通機
関の利用しやすさ（Measuring Public Transport 
Accessibility Levels）、https://s3-eu-west-1.
amazonaws.com/londondatastore-upload/PTAL-
methodology.pdf、 p. 2
「バスの場合、最大歩行時間は 8分、距離は 640m
と定義される。鉄道、地下鉄および路面電車のサー
ビスの場合、最大歩行時間は 12分、歩行距離は
960mと定義される。」

 – テキサス大学交通機関リサーチ・センター（2005
年）、公共交通機関サービスへのアクセスの測
定：顧客本位の輸送性能の測定のレビューおよ
び輸送サブマーケットの特定方法（Review of 
Customer-Oriented Transit Performance Measures 
and Methods of Transit Submarket Identi�cation）、
http://www.utexas.edu/research/ctr/pdf_
reports/0_5178_1.pdf 、p. 13「輸送計画の一般的
な方法は、輸送ルートまたは停留所の 0.25マイ
ル（400m）以内にいる場合に輸送機関を使用す
ると仮定することである（Murray （2001年）、 Peng 
他（1997年）、Ramirezおよび Seneviratne （1996
年））。しかし、Alshalalfah他による調査（2005年）
では、0.25マイルの基準は人が輸送機関にアクセ
スするために歩いて行ける距離を下回っていると示
唆している。」

f 尺度 
 

è 0：0［人口の割合（%）］
è 10：100［人口の割合（%）］

g 注記
 – 都市のインフラへのアクセスは、自動車およびオー
トバイ所有者にとっては当然のことである。問題が
あるのは、自動車を所有できない人々や、公共交
通機関に行くまでに大都市の中で長距離の移動を
する人々である。また、距離が遠過ぎない場合に
は、自転車が補助的な基本輸送手段と見なされる
場合がある。大都市での距離のしきい値の関連か
ら、指標は公共交通機関の利用しやすさを説明す
るのみである。

 – バスや路面電車の停留所までの 400mおよび地下
鉄や電車の停留所までの 800mの距離は許容でき
る歩行距離であると想定されている。

 – 貸し自転車の係留所までの 400mおよびカーシェア
システムまでの 800mの距離もモビリティ・サービ
スに対して許容できると考えられている。

h 追加ガイドライン
指標計算には以下の手法を使用できる。

1) 地理情報システム（GIS）を使用し、バスや路面電
車の停留所、鉄道および地下鉄の駅の周囲に円を
描く。バスや路面電車の停留所から半径 400m、あ
るいは鉄道および地下鉄の駅から半径 800mの中
に人口の何割が住んでいるかを明らかにする。これ
ら円内全域に住む人口の割合を「アクセス」のスプ
レッドシートへ入力し、「アクセス」指標を算出する。
オンライン・マップ・プロバイダー（Googleマップ
用の http://gmapgis.com/など）によっては、使い
やすい GISを提供していることに注意されたい。

2) 代替手法として、400m × 400mのグリッドを都市に
適用し、各グリッド内に全人口の何割が住んでいる
かを明らかにする。人口データは最新の市勢調査を
参考にし、区、市、地区やその他の適当な区分で
分割する。各グリッド内に公共交通機関（バス、地
下鉄、電車）の停留所が 1カ所以上あるかどうかを
確認する。各グリッドのデータを「アクセス」指標
のスプレッドシートへ入力する。

3) バス、路面電車などのサービス圏（停留所から
400m以内）、および地下鉄、電車、船のサービス圏
（停留所から 800m以内）を明示した市の図面を利
用してもよい。

4) 徒歩圏内に住んでいない人々の数から計算を開始す
ることも可能である。多くの都市では、公共交通機
関の範囲外のこれらの地域が広がることはない。
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0 100

テジョン：94

徒歩圏内に住んでいる人口の割合（%）
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ਤ 10ɿモビリティ・サービスへのアクセス
の計算用にリスボンで作成された詳細地
図。リスボンの都心部を網羅している。

バス停
路面電車の停留所
バス／路面電車の停留所
バス／路面電車の停留所から
300m以内の地域

地下鉄の駅
鉄道（Comboios）の駅

地下鉄／鉄道の駅から 800m
以内の地域
停留所の 300m圏外および駅
の 800m圏外の地域
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公共の場の質
a 定義
歩行者専用の通りや街区といった都市内で人が集まる場
所の存在。社会活動や市民の交流を促進する。

b パラメータ
報告された通りと街区の社会的利用、および公共の場の
質の主観的な好感度。

c 方法論の説明
è M2：調査
「調査方法論」の概要は、「VII. 方法論－概論」で説明
している。都市向けの調査フォームは用意されている。
対象となる母集団は、公共の場の利用者および非利用
者である。

 – 質問内容は、居住地周辺や都市中心部にある公共
の場の利用や質に関する認識を問うものである。

d 計算式と計算方法
値は調査の平均点である。

PAscav ：公共の場の質に対する好感度と社交性の平均
点

PAsci：調査対象である側面 iに関する公共の場の質の
好感度と社交性の平均点

PAscj：側面 iに関する補助質問 jに対する公共の場の
質の平均点

i：調査対象となった公共の場の側面

m：調査対象となった側面の件数

ni：側面 iに関する補助質問の件数

e 出典 
方法論：
Matan、Anne、Peter Newman（2012年）、Jan Gehlと
歩きやすいオーストラリアの都市に関する新しいビジョ
ン（Jan Gehl and new visions for walkable Australian 

cities）、世界の交通政策と慣行（World Transport Policy 
and Practice）vol. 17

説明した方法論は、欧州 79都市で実施された意識調
査に基づく「都市の生活の質」を補完する、ビクトリア
交通政策研究所の「交通サービスと施設の質および欧
州の都市監査（The Quality of Transport Services and 
Facilities and European Urban Audit）」（2013年）評価
用ツールにおいても採用されている。

f 尺度 
 

è 尺度：各質問に対する個人の採点に基づき、報告さ
れた公共の場の利用と満足度に関する平均点（尺度 0
～ 100%）
è 0：0［%］
è100%：10点
è10：100［%］

g 注記
 – 成功した公共の場には、4つの主要な性質が備わっ
ている。すなわち、アクセスのしやすさ、安全性、
環境への配慮、快適さである。ベビーカーを押す
女性をはじめ、高齢者やモビリティが困難な人々に
とってアクセスしやすく、子供にも安全である。そ
のうえ、環境に配慮した快適空間が、活動のため
のインフラや座席となる構造を提供している。人々
が互いに出会い、他の人が訪れてきたら受け入れ
る社会的な場である。

 – アクセスのしやすさと居心地の良さは、別の指標で
既に取り上げられている。冗長さを避けるために、
この指標は社会性（都市センターや近隣地域にあ
る公共の場の利用の頻度により測定する）と好印象
（都市センターや近隣地域のその都市の母集団が
感知する質により測定する）に制限する。

 – 公共の場には「リンク」（交通機関への）と「場」（時
間を過ごすための）という2つの主要な機能がある。
この指標は、交通機関によってその場の機能が妨
げられたり回避されたりする度合いを測定する必要
がある。
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任意の都市：67
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a 定義
都市機能の多様性とは、ある地域における空間、近隣
の相互に関連する活動を生み出す空間機能の混合を意
味する。

b パラメータ
1km × 1kmのグリッド内での、仕事を除く毎日の活動に
関連する 10の空間機能のうち、平均的なあり（1）また
はなし（0）。
 
c 方法論の説明
è M4：（空間の）分析
この方法論の最初の手順は、既存のデータと地理情報
システム（GIS）を使用して 1km × 1kmの正方形で都
市地域を分割する。以下の段階で、各グリッド（四角
形部分）に存在する機能と存在しない機能を特定する。 
機能は 10の土地利用のカテゴリーで定義する（以下の
リストを参照）。グリッド分割の地図は GISを使用して
も作成できる。10の機能の有無の採点は、そのグリッ
ドに関わる母集団の比率（その都市の人口と関連する）
で加重する。

あらかじめ定義されている機能は以下のとおりである。
1 ビジネス（工場、オフィス、物流など）
2 エネルギー資源（ガソリンスタンドなど）
3 病院および医療サービス
4 総合サービス（郵便、管理機関など）
5 学校
6 商業（店舗、スーパーマーケット）
7 スポーツおよびレクリエーション
8 住宅（家族）
9 高齢者居住施設
10 公園と緑地

d 計算式と計算方法 
対象となる都市地域を1km × 1kmのグリッドで分割する。
各グリッドにおける 10機能の有無（上記参照）を明ら
かにし、そこに住む母集団の比率で加重する。

 

FDS：都市機能の多様性の採点［%］

Popi：ゾーン iの都市内における母集団の比率［割合］

Presij：ゾーン iにおける機能 jの有無（存在すれば 1、
存在しなければ 0）［バイナリー］

e 出典 
方法論：
この方法は Shannon指数の確率変数を簡易化したもの
である。以下の出典で空間エントロピー方法論の説明
と利用法について参照されたい。

 – Batty, M.（2010年）、コスト、アクセス性および加
重エントロピー、地域別分析 （Cost, Accessibility, 
and Weighted Entropy, Geographical Analysis）、
vol. 15、issue 3、pp. 256–267、1983年

 – Boussauw, K.（2012年）、フランダースにおける
空間的近接および持続可能な旅の行動パターンの
側面（Aspects of spatial proximity and sustainable 
travel behaviour in Flanders）、ゲント大学理学部

 – Brandmüller, T.（2011年）、土地被覆および土地
利用（Land cover and land use）、ユーロスタット
2011年度地域年鑑（Eurostat regional yearbook 
2011）、pp. 166–167、2011年

f 尺度 
 

è 尺度：都市内の全グリッドの平均点を%表示する。
è 0：平均点 0［%］
è 10：平均点 100［%］

g 注記
 – この指標は、通勤・通学にかかる移動時間の指標
を補完する。この指標は、自宅から学校、サービ
ス機関、店舗といった職場以外の他の機能への近
隣度も測定する。

 – この近隣度は家からそのような日常的活動の場へ
歩く機会を示す方法で測定される。そのために
1km × 1kmのグリッドのマス目が提案されている。
近隣地区のように、より「内在的な」制限の方が
適切であれば（これらの近隣地区の空間データが
入手しやすい場合など）、都市は1km × 1kmのグリッ
ドの代わりに他の空間単位を選択できる。ただし、
これらの代替単位の平均面積と 1km2との差が大き
ければ大きいほど、その指標値は歩いて行ける機
会を示すことも、他の都市の指標値との比較も難し
くなる。

 – 都市は、日常的なモビリティのニーズに関連するも
のであれば、標準方法論に示された 10機能以外
の空間機能カテゴリーを選択できる。

都市機能の多様性
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a 定義
通勤・通学の所要時間。

b パラメータ
通勤・通学の往復時間を合計した平均値は、1人当た
り1日何分というように表示される。

方法論の説明
M2：調査
「調査方法論」の概要は、「VII. 方法論－概論」で説明
している。対象となる母集団は、通勤・通学を移動の
目的とする住民である。

d 計算式と計算方法
値は調査の平均点である。

Tcomav：平均通勤・通学時間［分 /日］

Tcomi：対象者 iの平均通勤・通学時間

Touti：対象者 iの平均通勤・通学時間（往路）［分 /日］

Treturni：対象者 iの平均通勤・通学時間（復路）［分 /日］

n：調査対象人数

e 出典
方法論：The Gallup Organisation、ハンガリー（2009
年）、ヨーロッパ都市の生活の質に関する意識調査
（Perception survey on quality of life in European cities）

f 尺度
 

è 10：≤ 10［分 /日］
è 0：≥ 90［分 /日］

a 定義
雇用市場や教育制度へのアクセスのしやすさの程度。

b パラメータ
雇用市場や教育制度へのアクセスのしやすさの面で、モ
ビリティ・ネットワークを原因とする潜在的な問題点に対
する市民の意識。

方法論の説明 
M2：調査
 – インタビューの半分以上は都市の住民に向けたも
のでなければならない。さまざまな種類の輸送形
態の間で合理的に配分することが必要である。

通勤・通学の移動時間

経済機会

g 注記
この方法論では、通勤・通学を中心に取り上げている。
人々にとってこれほど重要かつ自由の利かない移動は
ないため、調査対象者にとっても定義が明確であった。
その他の種類の活動を目的とした移動は、機能の多様
性において取り上げられている。

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
任意の都市：24.55

（分/日）
≥ 90 ≤ 10 
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d 計算式と計算方法
値は調査の平均点である。

EOscav：経済機会の制限の平均点

EOjobav：雇用市場の制限の平均点［%］

EOeduav：教育市場の制限の平均点［%］

EOjobi：雇用関連の質問に対する「いいえ」の件数

EOedui：教育関連の質問に対する「いいえ」の件数

n：雇用関連の調査対象者数

m：教育関連の調査対象者数

e 出典 
2015年WBCSD SMP2.0指標ワークストリーム調査

f 尺度 

 
è 0：100［%］
è 10：0［%］

g 注記
 – 指標設定は、市民が社会的および経済的な基本
ニーズへアクセスしやすくするために輸送システム
がどれほど貢献しているかを測定するものである。

 – 新事業誘致は、（市民にとって）主観的な問題であ
るため、ここでは取り上げなかった。こうしたトピッ
クは、専門家／都市代表で構成される委員会で議
論すべきである。

 – 医療制度へのアクセスのしやすさは、モビリティ・
ネットワークとは関連性が薄く、どちらかといえば
都市計画の問題であるため、ここでは取り上げな
かった。

h 追加ガイドライン
 – 通勤・通学時間の指標からの派生情報も質的なか
たちで考慮し、許容できる（負担にならない）最
大限の通勤・通学時間を詳しく調べるほか、質問
用紙の整合性を再確認する。 

 – 自治体が、極めて経済的な視点から経済機会のテー
マに取り組む意欲を示す場合、都市交通による人
口当たり（勤労者のみ）の粗付加価値（GVA）に
関する確かなデータを取得することに努めるべきで
ある。

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0100

任意の都市：67

（%）

調査

雇用市場への 
アクセスのしやすさ

教育制度への 
アクセスのしやすさ

居住地から希望する職場までのモビリティ・ネットワー
クが 1時間以上かかるため、雇用市場へのアクセスが

制限されていると感じていますか。

はい いいえ

大学や学校までの通学時間の長さのために、お子さ
んの教育機会（小学校／高校、大学、職業訓練校など）

が制限されましたか。

はい いいえ
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a 定義
政府をはじめとする公共機関の、都市交通に関連する収
支の正味残額。

b パラメータ
政府をはじめとする公共機関の、輸送関連税および
GDPごとの運用コストとその他のコストを差し引いた料
金による純収入。投資額はパラメータ計算から除外する。

c 方法論の説明
è M1：未加工データ（既存のデータベース）
都市交通に関連する正味公共財政は、運用コストを差
し引いた収入である。これらは既存のデータベースから
収集する必要がある。

d 計算式と計算方法

NPFi ：都市交通の正味公共財政の指標［%］

Ci：都市の交通関連料金（全形態）からの歳入［通貨 /年］

Oj：都市交通関連の（全形態）の年次運用コスト［年
ごとの通貨］

GDP：都市（または地域関連の）の国内総生産［年ご
との通貨］

e 出典
方法論：
LITMAN, T（2013年）、生産性、雇用、事業活動
および富に対する影響評価（Evaluating Impacts 
On Productivity, Employment, Business Activity and 
Wealth）、経済発展の影響（Economic Development 
Impacts）、ビクトリア

f 尺度
 

è 0：≤（-2.5）［GDPの割合（%）］
è 10：≥（0）［GDPの割合（%）］

g 注記
 – この指標は、輸送システムにおける支出を維持する
ために行政としての調達可能性を反映している。

 – コストは運用コスト（OPEX）に限定し、設備投資
（CAPEX）は考慮しない。

 – 指標は、公共交通機関の運用のみでなく、全輸送
システムの運用コストを網羅する必要がある。全形
態（鉄道と道路、内陸水路、および人と貨物）お
よびインフラの維持費を考慮する必要がある。

 
h 追加ガイドライン
計算対象または対象外のガイダンス：

対象の歳入
o 公共交通機関の利用料金
o 駐車料金（公営駐車場）
o 有用廃棄物の処理
o タクシーサービス、有料道路、市内への立ち入
り許可、インフラ使用、輸送車両の所有に対す
る市税

対象外の歳入
o 交換車両の販売額
o 関係諸機関からの助成金
o 収納済み罰金
o 交通サービスとは無関係の第三者からの提供品

対象のコスト
o 公共交通機関に直接起因する人件費（運転者、
設備の保守担当員）

o エネルギー源
o レンタル／リース
o 保険料金
o 道路、公共交通機関網などの修繕保守費用（資
材および雇用労働者）

o 広報活動（公共交通機関／駐車場）
o 都市の責任下にある通りの保全

対象外のコスト
o 購買費
o その他の人件費
o 支払い済みの罰金
o 税金
o 関係諸機関への返金
o 賃貸料、資本投資の回収
o スポンサー料
o 労働保険料（人件費に含める）
o 調査費

正味公共財政

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
リスボン： -0.28

（%）
≤-2.5 ≥0
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これらはあくまでも参考であり、すべての項目を網羅す
るものではない。

採点を解釈する際には、計算に含まれる因子を考慮す
べきである。一部の輸送形態あるいはサービスは、他
との比較においてよりコストがかかり、因子（道路や橋
梁の保全など）を考慮しなかった場合、提案された尺
度において高い点数を示す傾向にある。同様に、駐車

料金などの歳入を合計に含めなかった場合、指標が極
めて低い結果となることもある。

a 定義
すべての都市交通形態で占められる、土地利用の割合。
直接的利用と間接的利用を含む。

b パラメータ
人口当たりの直接的および間接的なモビリティ空間利用
の面積（m2）。

c 方法論の説明
è M4：空間の分析
モビリティ空間利用の効率は、直接利用と間接利用を
含む、都市の全輸送形態の対象となる地域に対する都
市の母集団の合計比率で計算する。空間の利用はでき
れば空間データと地理情報システム（GIS）で測定し、
都市交通のシェープファイルと全領域のシェープファイ
ルの重なりを計算する。代替手段では既存データを使
用する。

d 計算式と計算方法
都市のすべての輸送形態に用いられる土地利用の割
合、直接的利用と間接的利用を含む。

LUM ：モビリティの適用に対する土地利用［m2］
LDi ：モビリティ形態 iに対する直接的土地利用［m2］
LIi：モビリティ形態 iに対する間接的土地利用［m2］
i：モビリティ形態
Cap ：人口（都市の住民数）［人］

効率性とは、すべての母集団を参照することにより、モ
ビリティのアウトプットを間接的に表すことである。都
市交通による直接的な土地利用は、人や自動車の移動
に使用する道路、通り、街区など（公園、遊び場、運
動場を除く公共の地域）、交通インフラが占める地域の
ことである。空港および海洋港は除くが、内陸港は含
まれる。

都市交通による間接的な土地利用とは、路外駐車場、
警備地区、サービスエリア、駅、内陸港拠点、倉庫エリア、
都市貨物輸送の流通センターといった間接的利用のこ
とを指す。計算に含める土地利用の例は以下のとおり
である。

直接的
高速道路
その他の道路
鉄道
内陸港および水路
間接的
屋外駐車場
民間駐車場
サービスエリアおよびガソリンスタンド
倉庫エリアおよび流通センター
駅

e 出典
方法論
説明した方法論は、ビクトリア交通政策研究所、交通
土地利用の影響評価（Evaluating Transportation Land 
Use Impacts）、2012年、p.11～ 16の情報に基づく。

データ出典：
- モビリティに対する直接的および間接的な土地利用
は、GISマップから抽出できる（駐車場については、こ
の純土地利用はレベル数に乗算する必要がある）。

f 尺度
 

è 0：≥ 125［人口当たりm2］
è 10：≤ 25［人口当たりm2］

自動車交通に対する土地利用は、住宅の総量とほぼ同
じである（米国、出典：Litman）。採点数には最小値
（125m2）を選択している。

g 注記
 – 直接的な土地利用は、インフラ・カテゴリーの全長
（周辺道路など）をカテゴリーごとの標準の幅に乗
算した積として計算することもできる。

 – 間接的な土地利用も、駐車場やサービスエリアの
平均単位面積に基づいて計算できる。

モビリティ空間の利用

≥125 ≤25

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
ブリュッセル： 60.92

人口当たりm2
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H 追加ガイドライン
 – 最も重要とされる間接的な土地利用は、駐車場区
画および燃料補給所である。 

 – 警備地区や内陸港拠点は、間接的な土地利用と見
なすことができる。 

 – 指標の対象は、利用可能な空間ではなく、土地利
用である。そのため、5階建ての駅の場合、占有
する土地面積が計算対象であり、その 5倍の総面

積ではない。同じ理由から、地下駐車場は対象外
となる。  

 – 必要に応じて、燃料補給所の平均土地利用面積を
800m2と概算することも可能である（出典：ブリュッ
セル地方の ATLASデータベース）。 

 – 駐車場の空間利用を推測する場合、駐車枠の面積
（13～ 18m2）を台数分で乗算した積として計算す
ることもできる。

温室効果ガス（GHG）の排出

a 定義
乗客輸送および貨物輸送の全都市輸送形態による「油
井から車輪まで（Well to wheel）」の温室効果ガス排
出量。

b パラメータ
都市交通が排出する「油井から車輪まで（Well to 
wheel）」の人口当たり年間 CO2換算トン。

c 方法論の説明
è M3：計算（交通モデル）
この指標によって、すべての都市交通形態（貨物と乗客、
公共と民間）による人口当たりの温室効果ガスの総排
出量が測定される。これは、人口当たり総車両走行距
離を該当する温室効果ガス排出量に換算して計算する。

（自家用）電気自動車を自宅で充電する際の消費電力も
含める。その場合、特定 /登録された電気自動車（自
動車、オートバイ、自転車、輸送車両など）の台数、
およびその推定消費電力を基にした推測が必要である。 

総車両走行距離数は、交通モデルによって収集される
のが望ましい。代替手段は、現地調査（代表的な場所
での交通量のカウント）または人々の外出時の行動に
ついての聞き取り調査である。車両走行距離がモビリ
ティに関する既存の都市データベースで利用可能な場
合には、もちろんその距離も使用できる。

この指標は、国内外のデータベースで入手できるエネ
ルギー強度に対する既存のパラメータを用いて計算さ
れる。これにより、物品と人の両方の移動に使用される
エネルギー量が計算される。CO2排出量は、燃料（エ
ネルギー製品）種類別のエネルギー使用量に応じて計
算される。その他の温室効果ガスは、CO2換算の排出
量を 1台の排出当たりの換算に基づいて計算する。

d 計算式と計算方法
都市交通による温室効果ガス総排出量は、以下の手順
で輸送形態別かつ車種別の総車両走行距離から計算す
る。

 – 手順 1：車両走行距離を自動車と燃料の種類ごとに
異なる温室効果ガスの総排出量に変換する。

 – 手順 2：異なる温室効果ガスの排出量を CO2換算
に変換する。

 – 手順 3：排出ガス（「ポンプから車輪まで（Pump 
to wheel）」）を「油井から車輪まで（Well to 
wheel）」の排出量に換算する。

これは、以下の式で表される。

G：温室効果ガスの排出量［人口当たり年間 CO2換算
トン］

Ck：考えられるエネルギーの種類による「タンクから車
輪（Pump to wheel）」までの CO2排出量原単位［kg/
Lまたは kg/kWh］

Wk：考えられるエネルギーの種類による「油井からタ
ンク（Well to wheel）」までの CO2換算の排出量原
単位［係数］

Aij：移動量（輸送形態 iおよび車種 jの走行距離）［年
間 1,000,000km］

Sjk：車種 jごとの燃料の種類 kの比率［割合］

Ijk：車種 jと燃料の種類 kに対する走行距離ごとのエネ
ルギー強度［L/kmまたはメガジュール /kmまたは
kWh/km］

Cap：人口（都市の住民数）［人］

Fijk：CO2以外の GHG補正（CO2換算）［係数］

k：エネルギーの種類（ガソリン、ディーゼル、バイオ
燃料、電気、水素など）［種類］

i：輸送形態（乗用車、路面電車、バス、電車、オート
バイ、内陸船、貨物車、トラックなど）［種類］

j：車両クラス（可能な場合は、車種（SUVなど）を指定）
［種類］

e 出典
データ出典：

燃料の CO2換算率には特定の国内基準値を用い、計
算を調査対象の都市固有のものにすることが望ましい。
特定の国内基準値を使用できない場合は、国際基準値
を文献で参照されたい。
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国内基準値は Sjkおよび Ijkの係数に使用できると見込
まれる。Fjkは、国際基準（GHGプロトコル）を参照さ
れたい。

係数 Ckは、IPCC AR4（2007年）「気候変動 2007」、
p. 212に記載された例を参照されたい。

51

産業名称または 
共通名 
（年） 化学式

耐久年数 
（年）

放射効率 
（w m-2 ppb-1）

所定の計画対象期間の地球温暖化係数

第 2次 
評価報告書 
（100年） 20年 100年 500年
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係数Wkは米国運輸省連邦道路管理局発行の「輸送手
段による温室効果ガスの予測を立案過程に統合するた
めのハンドブック」などの表から算出できる。

表 32：サンプル代替燃料のライフサイクル温室効果ガ
ス（GHG）の影響

出力： 1マイル当たりの CO2（グラム）による各燃料のライフサイク
ルへの影響（gCO2e/mi）
• 「油井からポンプまで（WTP）」－燃料の抽出、生産、輸送にお

ける排出量
• 「ポンプから車輪まで（PTW）」－テールパイプの排出量
• 「油井から車輪まで（WTW）」－WTPおよび PTWの合計

f 尺度

≥2.75

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0

ブリュッセル：0.77

人口当たりCO2換算トン

指標は以下のグラフにより測定される。

è 0：≥ 2.75［人口当たりCO2換算トン］
è 10：0［人口当たりCO2換算トン］

g 注記
 – 「油井から車輪まで（Well to wheel）」の排出を含
む包括的手法が用意されている。それにより、生
産が都市に直接影響しなくても、CO2の総量がグ
ローバルな面で与える影響が考慮される。この総
数は燃料により走行する形態のみでなく、道路交通
および鉄道輸送における発電による排出（都市交
通形態で使用される発電に関連する場合）も考慮

する必要がある。

 – 都市の規模を反映せずに、「油井から車輪まで（Well 
to wheel）」のすべての側面およびモビリティ・シス
テムに関連する解決策（移動距離を短縮するインフ
ラ機能や輸送形態選択のシフトなど）の完全なつな
がりを検証できるように、「人口当たり」の単位が必
要である。車両走行距離を使用すると、輸送市場で
有効な特定の解決策が隠されるため、同じ出発地
から目的地への移動で走行距離が短縮される。

 – CO2以外のガスについては、CO2の地球温暖化係
数に関連する、地球温暖化係数を表す関連係数を
使用したパラメータに含まれる。

h 追加ガイドライン
輸送形態の走行距離に関する、あるいは輸送形態別の
（推定）データが都市にない場合は、消費された燃料
および電力のデータで代用できる。 

燃料に関しては、現地の燃料補給所における燃料販売
量を基に輸送用の燃料消費を推測できる。燃料消費に
対する推定走行距離は、以下のウェブサイトに記載され
ている。
http://www.co2count.org.uk/defradoc.pdf

http://www.ukconversionfactorscarbonsmart.co.uk/
documents/2014%20Emission%20Factor%20
Methodology%20Paper_FINAL-4Jul14.pdf

http://www.ghgprotocol.org/files/ghgp/tools/co2-
mobile.pdf 

公共交通機関については、運営会社が車両運行に使用
したエネルギー（燃料や電力など）の消費量を報告し
ていることがある。

上記の収集データに基づき、CO2排出量を計算できる。
その際、CO2以外のガス燃焼に関する、以下の平均的
な CO2換算補正値の追加を念頭に置くこと。

• ガソリン、ディーゼル、LPG（および同等のバイオ
燃料）：1.0001

• CNG（および同等のバイオ燃料）：1.02
• 温室効果ガスが発生しないとされる水素：0.00
• 電力：CO2以外のガスは使用済み CO2の数値に含
まれる想定：1.00

• 石炭が直接燃料として使用されている場合は、輸送
媒体（電車 /船など）の運行時に CO2と同等の影
響力を持つ CO2以外のガスについて、排出中含有
量の測定検査実施を推奨する。計算には関連の補
正係数を使用する。

渋滞と遅延
a 定義
自由流動時と比較した、ピーク時における道路交通およ
び公共交通機関の遅延。

b パラメータ
自由流動時に対するピーク時の移動時間の比率を、道
路交通（交通規則順守を前提）および公共交通機関の
移動時間の両方について最大 10の主要回廊地帯のピー
ク時の移動ごとに加重平均。
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c 方法論の説明
è M5：現地調査および M1：分析と外部の未加工デー
タ
道路渋滞については、主要な 10の都市回廊沿いにお
いて、朝晩のピーク時に測定した移動時間（回廊別の
ピーク時平均）を自由流動時と比較した。

公共交通機関では、遅延は似通った回廊の自動車交通
に対して選択された時間帯について、公共交通機関の
運営会社指定の走行時間に関連する統計に基づいて計
算する必要がある。データが使用できない場合には、
このような遅延を測定する必要がある。

道路交通については、リアルタイムの交通実況に基づ
くオンラインのルート・プランナー（アプリケーション）
から、ピーク時およびオフピーク時の条件で取得した移
動時間データを使用する、簡単かつ割安な代替法もある
（追加ガイドラインを参照のこと）。

d 計算式と計算方法

CDi：渋滞と遅延の指数（ピーク時の遅延の割合）［遅
延の割合（%）］

CTi ：主要道路回廊 iのピーク時の通勤に移動する回数
［数字］

PHTi ：主要道路の回廊 iのピーク時の移動時間［分］

FFTi：主要道路の回廊 iの障害物のない流れでの走行
時間［分］

PTj：交通回廊 jのピーク時の通勤に公共交通機関の移
動する回数［数字］

RTIj ：交通回廊 jのピーク時の時刻表と比較した遅延の
割合を指定する走行時間固有の指数［指数］

MSroad ：道路輸送形態共有［割合］

MSpt：公共交通機関輸送形態共有［割合］

e 出典
データ出典：
 – 自動車交通の走行車の測定方法 

 – 公共交通機関の遅延統計

f 尺度
 

è  0：≥ 3.0［遅延の割合（%）］（関係ピーク時間 /通
常の状態の移動時間）
è 10：≤ 1.25［遅延の割合（%）］（関係ピーク時間
/通常の状態の移動時間）

g 注記
 – ピーク時とは、多くの人々が職場との往復移動を行
う平日の始まりと終わりの時間帯を指す。該当する
時間帯は、市民の習慣や労働法によっても異なる
ため、都市ごとに定義する必要がある。

 – 数式は自由流動との偏差で示し、都市の規模の反
映を避け、使用技術にかかわらず、関連するすべ
ての交通の測定を実証するものである。

 – 該当する 10回廊のピーク時において、できる限り
達成可能とされる方法論を提案している。この方法
は、10回廊および移動時間の測定対象区間を適切
に選択することに大きく依存する。より精密な測定
値を入手できる都市では、道路部分の指標に INRIX
指数を使用することが望ましい。

h 追加ガイドライン
 – 道路渋滞に注目する都市は、公共交通機関に関連
する条件（遅延）を除外できる。特に、公共交通
機関の専用通行帯があり、時刻表と比較してさほど
の遅延がない場合にこれが当てはまる。

 – 自由流動の定義には特に注意が必要である。一部
の都市では、制限速度違反の多い夜間の道路事情
はこれに該当しない。その場合、午前や午後の中
間時刻に測定することが妥当である。自由流動時間
の法的条件を考慮して移動時間を算出する場合は、
交通実況を伴うルートマッピング（ウェブベースな
ど）の使用も可能である。

≥3.0 ≤1.25

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
ブリュッセル： 1.23

ピーク時の遅延の指数

参考例の算出 
割当量 :
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a 定義
都市交通で消費される総エネルギー。

b パラメータ
都会交通による乗客 1人当たりの kmおよびトン kmに
対する総エネルギー使用量（すべての輸送形態の年間
平均）。

c 方法論の説明
è M4：計算（交通モデル）
総車両走行距離数は、交通モデルによって収集される
のが望ましい。代替手段は、現地調査（代表的な場所
での交通量のカウント）または人々の外出時の行動に
ついての聞き取り調査である。車両走行距離がモビリ
ティに関する既存の都市データベースで利用可能な場
合には、その距離も使用できる。

この指標は、エネルギー強度に対する既存パラメータ
で計算する。この指標は、輸送距離の単位ごと、およ
び形態による乗客の移動距離の単位ごとに使用する燃
料を表す。

d 計算式と計算方法
都市交通による移動距離ごとの最終エネルギーの使用
（すべての形態での年間平均）。

E ：エネルギー消費率［メガジュール /km］

TVpass：乗客輸送量（人 km）［1,000,000人 km］

TVfre：貨物輸送量［1,000,000トン km］

Sjk ：車種 jごとの燃料の種類 kの比率［割合］

Ijk：車種 jと燃料の種類 kに対する走行距離ごとのエ
ネルギー強度［L/kmまたはメガジュール /kmまたは
kWh/km］

Aij：移動量（輸送形態 iおよび車種 jの走行距離）［年
間 1,000,000km］

ECk ：燃料 kに対する燃料エネルギーの内容［L/kmま
たはメガジュール /kmまたは kWh/km］

k ：燃料の種類［種類］

i：輸送形態（乗用車、路面電車、バス、電車、オート
バイ、内陸船、貨物車、トラックなど）［種類］

j：車両クラス（可能な場合は、車種（SUVなど）を指定）
［種類］

e 出典
データ出典：
計算をその都市固有のものにするため、燃料エネル
ギー含有量の換算因子には特定の国内基準値を用いる
ことが望ましい。国内基準値は Sjk、Ijkおよび Aijの係
数に使用できると見込まれる。

特定の国内基準値を使用できない場合は、国際基準
値を以下の文献で参照されたい。国際連合（2007
年）、持続可能な開発の指標：ガイドラインおよび方法
論（Indicators of Sustainable Development：Guidelines 
and Methodologies）

f 尺度

 
è 0：≥ 3.5［メガジュール /輸送単位（km）］
è10：≤ 0.5［メガジュール /輸送単位（km）］

g 注記
 – この指標は、乗客とトンキロに関連しているように、
燃料エネルギーの消費を輸送機能に関連付けるも
のである。（したがって、輸送距離短縮の影響は考
慮されない）。定義は走行車のエネルギー資源（「タ
ンクから車輪（Pump to wheel）」までの排出）に
重点を置いている。その他の資源（自動車組み立
て用の材料など）と自動車生産に使用されるエネ
ルギーの使用、および自動車の残骸の処理は、都
市管理の範囲を超えていると考えられている。その
ため、例えば、発電所内での電気エネルギーの生
産量低減のような要因は考慮されない。この指標
は、輸送市場のエネルギー効率を測定するもので
ある。

 – 乗客輸送および貨物輸送の両方がパラメータに含
まれる。乗客輸送および貨物輸送は、貨物のトン
キロに対して係数の 1/8を取り入れることでバラン
スが取れている。この係数は、EUの平均積載と基
本モード（道路）の占有率に基づいている。12.7
トン /トラックおよび 1.5人 /車、係数 1/8となる。
参照資料：
http://epp.eurostat.ec.europa.eu/statistics_
explained/index.php/Road_freight_transport_by_
journey_characteristics
および
http://www.eea.europa.eu/data-and-maps/
indicators/occupancy-rates-of-passenger-
vehicles-2/eu-occupancy-rates-of-passenger-
vehicles

 – 異なるエネルギー源は 1つのパラメータにまとめる
ことができる。それには、総最終エネルギーに関
連するエネルギー源ごとの最終エネルギー使用率
の合計を計算し、エネルギー源の理論的エネルギー
含量を使用する。

エネルギー効率

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.5>3.5

ブリュッセル：1.79

メガジュール/km
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h 追加ガイドライン
輸送形態の走行距離に関する、あるいは輸送形態別の
（推定）データがない場合、消費されたエネルギーの
データで代用できる。 

燃料に関しては、現地の燃料補給所における燃料販売
量を基に輸送用の燃料消費を推測できる。燃料消費に
対する推定走行距離は、以下のウェブサイトに記載され
ている。
http://www.co2count.org.uk/defradoc.pdf

http://www.ukconversionfactorscarbonsmart.co.uk/
documents/2014%20Emission%20Factor%20
Methodology%20Paper_FINAL-4Jul14.pdf

http://www.ghgprotocol.org/files/ghgp/tools/co2-
mobile.pdf 

公共交通機関については、運営会社が車両運行に使用
したエネルギーの消費量を報告していることがある。

また、自宅における電気自動車の充電も推測に加える。
この指標では、走行距離の推測値が必要不可欠である。
推測地は以下の仮定から導き出すことができる。これら
の仮定には、都市内の車両台数に関する専門知識が必
要である。
• 燃料消費に対する推定走行距離は、以下のウェブ
サイトに記載されている。
http://www.co2count.org.uk/defradoc.pdf

http://www.ukconversionfactorscarbonsmart.co.uk/
documents/2014%20Emission%20Factor%20
Methodology%20Paper_FINAL-4Jul14.pdf

http://www.ghgprotocol.org/files/ghgp/tools/co2-
mobile.pdf

• 下表を通じて、乗客輸送と貨物輸送の関係が特定
できる。

「貨物（距離） = 乗客（距離） x X」。地域によって数
値 Xに大きな差があるため、専門家の協力を得て、
適切な数値を選択する。これらは燃料全種類の平
均値である。
（出典：WBCSDの smp-model-spreadsheet.xls）

燃料のエネルギー含有量および推定走行距離から指標
を算出する。

アクティブ・モビリティのための機会

a 定義
徒歩と自転車の利用といった環境にやさしい移動形態に
よるアクティブ・モビリティのオプションとインフラ。

b パラメータ
歩道、歩行者専用区域が設置された道路および通りに
加え、自転車専用道路や時速 30km区域が設置された
道路および通りの全長が、都市道路網（自動車道路を
除く）の全長に占める割合。

c 方法論の説明
è M4：分析（空間データ）（GIS）
この指標は、アクティブ・モビリティが可能な空間を測
定するものである。したがって、歩道、自転車専用道路、
時速 30km区域、歩行者専用区域が設置された道路と
通りの長さが、都市の道路網（自動車道路を除く）の
全長に占める割合として計算される。1カ所の道路の長
さが複数のカテゴリーに該当する場合、カテゴリーを 1
つに絞って計算する。

この比率は、空間データとGISから取得することが望ま
しい。代替手段として、道路の長さに関する既存デー

タを使用することもできる。GISを使用すると、都市の
ネットワーク（自動車道路以外）の長さとアクティブ・
モビリティが可能な道路の長さの両方をマッピングでき
る、その結果、「一致演算」行うことで比較可能な 2つ
のシェープファイルが作成される。
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輸送形態の統合

d 計算式と計算方法

Ram ：アクティブ・モビリティに適応された道路の長さ
のシェア［%］

Lsw：歩道を備えた道路網の長さ（歩行者専用区域内
は除く）［km］

Lbl：自転車専用道路を備えた道路網の長さ（時速
30km区域内は除く）［km］
Lz30：時速 30km区域での道路網の長さ［km］

Lpz ：歩行者専用区域の長さ［km］

Lrn：都市の道路網の全長（自動車道路を除く）［km］

e 出典
方法論：
ドイツ連邦環境庁（2005年）、持続可能なモビリ
ティに対する質の目標と指数（Quality targets and 
indicators for sustainable mobility）、https://www.
umweltbundesamt.de/sites/default/files/medien/
publikation/long/3793.pdf、p. 37

f 尺度
 

 
è 0：0［道路網の長さ（%）］
è 10：≥ 200［%］

g 注記
 – 歩道、歩行者専用区域が設置された道路および通
りに加え、自転車専用道路や時速 30km区域が設
置された道路および通りの全長が、都市道路網（自
動車道路を除く）の全長に占める割合。

 – ますます多くの「ハイブリッド」車（人力と電力で
サポートされるモーターを組み合わせている）が市
場（小型の「自動車のような乗り物」）に導入され
ている。実用的な理由から（パラメータ内で説明す
るのは困難なため）、これらの自動車用の特定の施
設は指標の定義に含まれない。

h 追加ガイドライン
 – 非実用的な歩道や自転車専用道路を含めることを
避けるため、関連基準に準拠するもののみを対象
とする。国や地域によって基準が異なるため、技術
ガイドラインの通則である歩道幅 0.6m、自転車専
用道路幅 0.75mを最低基準として推奨する。

a 定義
輸送形態間接続の利用可能性とインターチェンジ施設の
質。

b パラメータ
異なる輸送形態間の接続回数と頻度、インターチェンジ
施設に関して報告されている優れた構成、情報、物理的
アクセス。

c 方法論の説明
M2：調査
「調査方法論」の概要は、「VII. 方法論－概論」で説明し
ている。対象となる母集団は、輸送形態間接続の利用
者および非利用者である。

 – インタビューの半分以上はインターチェンジの利用
者に向けたものでなければならない。さまざまな
種類のインターチェンジとインターチェンジ拠点の
間で合理的に配分する必要がある。

質問内容は、輸送形態間の接続性、インターチェンジ

施設の必須要素の利用可能性、および施設と提供され
るサービスの質に関するものである。P+Rを例とした場
合、利用者および非利用者の満足度に関して以下のよう
な質問内容となる。

 – 駐車スペースが十分にある
 – 駐車スペースから駅／公共交通機関の停留所まで
徒歩の距離が短い

 – 駐車場ビルや駐車地域が安全
 – 駐車場ビルや駐車地域が快適かつ清潔
 – 移動の情報や道路案内の質が高い
 – 代替形態へのアクセスのしやすさと速度（駐車や公
共交通機関の発券システムの統合など）

 – 公共交通機関の頻度が適切
 – 天候状況に対する避難所がある（雨、日差し、暑さ、
寒さ）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
任意の都市： 134

道路網の長さ（%）
0 ≥200
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d 計算式と計算方法

QIntscav ：インターチェンジの質の平均点

QIntsci：インターチェンジの質に関する質問 iの平均点

n:調査対象人数

e 出典
方法論：
LUYBEN, K.（2010年）、強固な道路網の設計（Designing 
robust road networks）
OECD（2010年）、陸上輸送ネットワークに関する信
頼性の向上（Improving Reliability On surface Transport 
Networks）、パリ

f 尺度

è 尺度：報告された平均満足度（尺度：0～ 100%）
è 0：0［%］
è 10：100［%］

g 注記
 – この指標は、異なる輸送形態の質を個別に考慮す
る快適さと楽しさの指標を補完する。

 – 公共交通機関の停留所や駅、P+R施設で提供され
る自転車シェアリングシステムも対象である。

快適さと楽しさ

a 定義
市民が都市交通やサービスを利用する際の物理面、精
神面での快適さ。

b パラメータ
都市交通の快適さおよび都市での移動の楽しさに関して、
平均的な満足度の報告。

c 方法論の説明
è M2：調査
「調査方法論」の概要は、「VII. 方法論－概論」で説明
している。

 – 都市公共交通の快適さには、定時性、混雑、車両
の質、トイレ施設（車内や駅構内）、サービス（食
品の車内販売など）、車両の使用年数、情報提供な
どが挙げられる。自転車および徒歩の快適さには、
歩道および自転車専用道路の舗装状態や幅などが
挙げられる。自動車交通に関する快適さとは道路
の舗装状態、質の高い交通管理を示す。また、輸
送システムの総合的な質、輸送形態間の接続性の
完成度が、この指標に含まれている。また、指標
とは移動する人が楽しいと考える都市移動の種類ま
たは側面のことである。

d 計算式と計算方法
値は調査の平均点である。

COMFscav ：都市交通の快適さと楽しさの平均点

COMFsci：快適さと楽しさの側面 iの平均点

COMFscij：調査対象 jから見た側面 iに関する快適さ
と楽しさの平均点

ni：側面 iに関する調査のサンプル数

m：調査した側面の件数

i
1 貨物サービスの快適さと楽しさ
2 道路の快適さ
3 車の楽しさ
4 オートバイの楽しさ
5 自転車の楽しさ
6 自転車の快適さ
7 徒歩の楽しさ
8 徒歩の快適さ
9 公共交通機関の楽しさ
10 公共交通機関の快適さ
11 カーシェアリングの楽しさ
12 カーシェアリングの快適さ
13 自転車シェアリングの楽しさ
14 自転車シェアリングの快適さ

e 出典
方法論：
CIVITAS（2012年）、CIVITAS Elanプロジェクト最終報
告書（CIVITAS Elan Final Evaluation Report）、p. 213
楽しさに関する例：
ORY, D.T.、L. MOKHTARIAN（2005年）、交通調査
（Transportation Research）39A (2-3)、pp. 97–124、
2005年、「When is Getting There Half the Fun? 
Modelling the Liking for Travel」

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0 100

任意の都市： 67

（%）
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a 定義
都市交通における犯罪のリスク。

b パラメータ
都市交通システム（貨物輸送と公共交通輸送、公有地、
自転車専用道路と自動車道路、駐車場や駐輪場などのそ
の他の施設を含む）における犯罪関連のセキュリティに
関して報告された見識。

c 方法論の説明
è M2：調査
質問内容は以下のトピックに基づき、都市交通上の犯
罪関連セキュリティに対して報告されている一般認識を
問うものである。

- 公共交通機関
- 夜間の公共交通機関
- 徒歩
- 夜間の徒歩
- 自転車
- 夜間の自転車
- カージャック
- 自動車交通における犯罪リスク
- 貨物輸送における盗難リスク

d 計算式と計算方法
値は調査の平均点である。

SECscav：都市のモビリティのセキュリティの平均点

SECsci ：輸送形態 iのセキュリティの平均点

SECscij：輸送形態 iのセキュリティに関する質問 j の平
均点

i：輸送形態 i

ni:輸送形態 iに関する質問項目の件数

i 
1 公共交通機関
2 自動車
3 オートバイ
4 自転車
5 徒歩

m：調査対象の人数

e 出典
方法論：
SUMMA、Transport & Mobility Leuven（2004年）、持
続可能な輸送とモビリティ稼働の実現化：系統図と指
標（Operationalising Sustainable Transport and Mobility: 
The System Diagram and Indicators）、http://www.
tmleuven.be/project/summa/summa-d3.pdf、p. 23、p. 136

f 尺度
 

è 尺度：報告された平均満足度（尺度：0～ 100%）
è 0：0［%］
è 10：100［%］

g 注記
- 事故には、所有品の被害、乗客に対する身体的被害、
操作員に対する被害が含まれる。

- セキュリティによって、利用者に交通機関を利用で
きるという信頼感を与える必要があるため、セキュリ
ティの実情はともかく、セキュリティの認識も持続可
能な都市交通において重要な課題となる。信頼感の
欠如から、モビリティのニーズを満たせなくなる可
能性がある。

- 犯罪に関連する主観的なセキュリティは、（地下）駐
車場、通りや街区、駅、バス停、公共交通機関の
乗車などのさまざまな輸送形態環境で昼夜を問わな
い状況が対象となる。

- 調査対象に十分な人数の女性交通機関利用者を含
める必要がある。

f 尺度

è 尺度：報告された平均満足度（尺度：0～ 100%）
è 0：0［%］
è 10：100［%］

g 注記
 – 市民による貨物輸送の利用は、適当な宅配便サー
ビスを含む。

 – 移動計画は通常、移動に費やした時間はコストで
あるとの前提に基づいている。ただし、人々は一定
量の移動や特定のタイプの移動が楽しいと考えてい
るという傾向が多く見られる。快適さと利用可能な
サービス（Wi-Fiなど）の向上を図ることによって、
移動中の楽しさや好感度を大いに高められる可能
性がある。

セキュリティ

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0 100

任意の都市：67

（%）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0 100

任意の都市： 67

（%）
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付録 I
WBCSD SMP2.0 
都市のモビリティの 
補足的パラメータ
6つのパイロット都市における実証の結果から、都市のモビリティと
その発展機会を理解する上で有用な補足的パラメータ群を提案した
い。そうしたパラメータの中には、輸送機関別分担や利用率といっ
た指標計算に必要なものもあれば、スマートカードやリアルタイム情
報などの技術的な解決策の普及に影響を及ぼすと予想されるものも
ある。

これらのものは、善し悪しが定義されず、その最適化は各都市の目
標に左右されることがあるため、指標ではなくパラメータとして定義
した。例えば、一部の都市では公共交通機関の利用率の向上を望み、
別の都市では公共交通機関の過剰な乗車率と悪戦苦闘している。同
様に、発展途上国の輸送機関別分担で徒歩が圧倒的割合を占めてい
るのは、アクティブ・モビリティの機会に恵まれているというより、残
念ながらインフラ不足の表れである場合が非常に多い。

提案されたパラメータは以下のとおりである。

利用率
このパラメータは、多くの場合、輸送形態ごとに定
義される平均車両乗車率を表す。エネルギー効率、
輸送コスト、快適さの妥協点を得るためには、自
家用車と公共交通機関の利用率を最適化すること
が重要である。このパラメータは、エネルギー効率、
価格の手頃さ、公共財政の各指標に関連するととも
に、温室効果ガス（GHG）排出量、大気汚染、エ
ネルギー効率の計算結果に影響を及ぼす。
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モータリゼーション率 
（四輪車、二輪車）
このパラメータは、多くの場合、住民 1,000人当たりの動
力付き車両数として定義される。通常、この数値は都市
経済の発展とともに増加し、また一部の指標値を解釈する
（交通渋滞の原因は過剰な車両数か、それともインフラ
不足かを解釈する）上で有効なパラメータともなる。

輸送機関別分担

交通網の速度

人口当たりの 
総車両走行距離

交通機関カード 
の利用可能性

特定の輸送形態を使用する利用者
の割合を表す。輸送機関別分担は、
持続性の目標を設定し、さまざま
な輸送形態の利用のバランスを取
るために重要なパラメータである。

交通網の速度は、移動する人数に影響を及ぼす。
移動する人数は、交通網の速度によって影響され
る。交通網の速度は、車両の速度、すべての輸送
形態（自転車および徒歩を含む）に効率的なモビ
リティ・インフラでカバーされているエリアの大き
さ、路線の乗り換えの質、公共交通機関の頻度に
影響される。 

このパラメータは、住民 1人当たりの車両
走行距離を表したものである。車両の走行
距離と利用率の面でモビリティ・ネットワー
クの効率を評価できるという点で重要なパラ
メータである。また、都市機能が都市圏全
体へ満遍なく普及しているかどうかについて
も情報を得ることができる。

同様に、公共交通機関カードの利用可能性は、予約と支払い
に関してさまざまな輸送形態の統合（自転車／カーシェアリン
グ、公共交通機関、駐車料金の支払い）を実現することから、
重要なパラメータである。交通機関カードの導入により、ユー
ザーはより安く、より便利に複数の交通機関を利用することが
できる。

スマートフォン 
の普及

車両の調和

一般に、インターネットとクラウド
技術の浸透は、リアルタイム情報や
スマート発券／支払い技術などの
普及に関する重要なパラメータであ
る。それを評価する簡単な方法とし
て、スマートフォンを所有する人口
比率を測定することが挙げられる。

都心で自家用車がもたらす悪影響を削減し
たいと考える都市はますます増加しており、
そうした都市は、都心における車両の調和
を評価している。車両の調和は、1km2当
たりで利用可能な駐車スペースの数、駐車
料金政策、歩行者専用区域の存在、排出
基準に基づくアクセス規制、時間帯規制の
期間に関連している。
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付録 II
WBCSD SMP2.0 
トピックの提示
この付録は、実証結果に基づいて作成されている。回復力は、都市
の地理的条件と構成に大きく左右されるため、量的指標ではなく都
市問題の専門家により「トピックの提示」を行うことになった。また、
回復力は、人々の安全性や経済再建などのテーマを軸に数種類定義
することができる。
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災害および環境破壊／社会混乱からの
回復力

（自然）災害の種類と被害軽減の戦略
避難に許された時間と被害軽減の戦略は、自然災害に
よって異なる場合がある。例えば、海洋を震源とする
大地震後の津波の場合は、安全な場所に避難するまで
の時間的余裕は 10分から60分だろう。洪水やハリケー
ンの場合は、事前に予想できるのでより多くの時間的
余裕があると思われる。したがって、安全で効率的な
避難は被害軽減につながる対策になる可能性がある。
その一方で、陸地を震源とする大地震の場合は、多く
の建物が直ちに崩壊するため、避難のための時間的余
裕がない可能性がある。したがって、避難対策よりも
耐震性のあるインフラ整備の方が重要なことがある。 
 
一般に、回復力には、避難だけでなく、耐震性のある
インフラや救助体制など、いくつかの側面がある。しか
し、ここでは SMP2.0におけるモビリティを扱っている
ことから、回復力に関する議論を、モビリティと最も密
接に関係する避難の問題に限定することをまず述べて
おきたい。
 

不確実性とベンチマーク分析
安全で効率的な避難に関しては、避難の行動計画（避
難所への人々の割り当て、移動手段の共有、避難のタ
イミングなど）が重要であり、避難の機能は、この行
動計画によって左右される。また、避難の機能は、人々
の行動に大きく左右される。しかし、人々の行動と避難
の行動計画の詳細には多くの不確定要素があり、事前
に考慮することは困難である。こうした不確実性を念頭
に置き、最善の避難計画に基づくベンチマーク分析を
行うことがあり、その場合の避難インフラの能力は、人々
が最善の避難計画に完全に従うと仮定して評価する。



付録 III
WBCSD SMP2.0 
調査質問
序文 
指標を評価するために提案される一連の質問は以
下のとおりである。

質問は、文化的背景とモビリティ・インフラの整備
状況に応じて選択し、文面を調整されたい。

モビリティが困難
な人々にとっての
利用しやすさ

快適さと 
楽しさ

セキュリティ

輸送形態の 
統合

公共の場の質

通勤・通学の移動
時間（交通モデル
が利用不可の場合）

経済 
機会
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都市のモビリティの
調査 - 質問 

以下に示すように、この調査は 15の部分から構成されています。
I 基本的な人口統計 Q01～ Q10
II 妊婦 Q11～ Q12
III 高齢者 Q13
IV 身体的な移動障がい者 Q14～ Q15
V 視覚障がい者 Q16～ Q17
VI 通勤・通学 Q18～ Q24
VII 公共交通機関 Q25～ Q30
VIII カーシェアリング Q31～ Q35
IX 自転車シェアリング Q36～ Q40
X 自家用車 Q41～ Q50
XI 輸送形態の併用 Q51～ Q58
XII 自転車 Q59～ Q64
XIII 徒歩 Q65～ Q70
XIV 貨物配送 Q71～ Q72
XV 公共の場 Q73～ Q79

モビリティ調査にご協力いただき誠にありがとうございます。
皆様からいただいた内容は、モビリティが都市でどのように
受け止められているかについて理解を深めるために分析され
ます。いただいた内容はすべて、持続可能なモビリティのよ
り良い発展のために都市の行政当局で活用されます。

64



Q01. この都市（X）に住んでいますか。
___ A1-1. （X）市に住んでいる
___ A1-2. （X）市に住んでいないが、（X）市に
定期的に通っている
___ A1-3. （X）市に住んでいないが、時々訪れる
___ A1-4. （X）市に（ほとんど）まったくいない

Q02. 自宅および職場／通学先の郵便番号をお答えくだ
さい。

___ A2-1. 自宅の郵便番号（_____________）
___ A2-2. 職場／通学先の郵便番号（__________）

Q03. 性別をお答えください。
___ A3-1. 男性
___ A3-2. 女性

Q04. 年齢をお答えください。
___ A4-1. 15歳未満
___ A4-2. 15～ 17歳
___ A4-3. 18～ 24歳
___ A4-4. 25～ 34歳
___ A4-5. 35～ 44歳
___ A4-6. 45～ 54歳
___ A4-7. 55～ 64歳
___ A4-8. 65～ 74歳
___ A4-9. 75歳以上

A4-1で「15歳未満」を選択した場合は、回答を終了し
てください。

Q05. 最終学歴をお答えください。
___ A5-1. 学校に通わなかった
___ A5-2. 職業または技能専門学校 
___ A5-3. 中学校 
___ A5-4. 高等学校
___ A5-5. 大学以上

Q06. あなたの雇用状況に最も当てはまるのは次のうち

どれですか。
___ A6-1. 正規雇用
___ A6-2. パートタイム雇用
___ A6-3. 失業中
___ A6-4. 学生
___ A6-5. 定年退職
___ A6-6. 障がい者であるため就業不可
___ A6-7. その他

Q07. 現在の世帯人数は何人ですか。
回答：0人、1人、2人、3人、4人、5人、6人以上

 ___ A7-1. 18歳以上
 ___ A7-2. 18歳未満

Q08. あなたの世帯では乗り物を何台所有していますか。
回答：0台、1台、2台、3台、4台、5台以上 

 ___ A8-1. 自動車
 ___ A8-2. オートバイ
 ___ A8-3. 自転車

Q09. どのような運転免許／許可証を所有していますか。
 A9.__________________

Q10. 以下に挙げた車両の運転免許を持っていますか。
当てはまるものすべてを選択してください。

___ A10-1. 自動車
___ A10-2. オートバイ
___ A10-3. スクーター
___ A10-4. その他（トラック、バスなど）
___ A10-5. 運転免許を持っていない

A3-2で「女性」および A4-3～ A4-5で「18～ 44歳」
を選択しなかった場合は、Q13に進んでください。

Q11. 現在妊娠していますか。
___ A11-1. いいえ
___ A11-2. 妊娠 0～ 3カ月
___ A11-3. 妊娠 4～ 6カ月
___ A11-4. 7カ月以上

A11-1で「いいえ」を選択した場合は、Q13に進んで
ください。

妊娠中にモビリティ・システムのさまざまな部分を利用
するにあたって感じた便利さ（または不便さ）に関して
お尋ねします。

Q12. 妊婦に配慮したサービスの設置状況について、さ
らに詳しく質問させてください。

以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 
非常に満足

___ Q12-1. 妊婦専用の駐車スペースの設置状況
に満足していますか。
___ Q12-2. 駐車場までの徒歩でのアクセスにつ
いて満足していますか。
___ Q12-3. バス、路面電車、電車の駅や停留所ま
での徒歩でのアクセスについて満足していますか。
___ Q12-4. 駅や停留所におけるベンチや椅子の
設置状況に満足していますか。
___ Q12-5. バス／路面電車には座る場所が十分
にありますか。
___ Q.12-6. 地下鉄／電車には座る場所が十分に
ありますか。
___ Q.12-7. 都市内のベンチと椅子の設置状況に
満足していますか。

I 基本的な人口統計情報

II 妊婦
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モビリティ・システムのさまざまな部分を利用する際に、
高齢者として感じた便利さ（または不便さ）に関してお
尋ねします。

A4-8で「65～ 74歳」および A4-9で「75歳以上」を
選択しなかった場合は、Q14に進んでください。

Q13. 移動手段を使用する際、高齢者として次のことに
どの程度満足していますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 
非常に満足

___Q13-1. 駐車スペースの数と場所 
___Q13-2. 駐車スペースまでの徒歩でのアクセス
___Q13-3. 公共交通機関の駅や停留所までのア
クセス
___Q13-4. 停留所や駅での公共交通車両の利用
しやすさ
___Q13-5. 公共交通機関における座席の数
___Q13-6. 歩道の整備状況

Q14. 個人的に身体的なモビリティ問題を抱えていま
すか。

___ A14-1. 重度
___ A14-2. 中程度
___ A14-3. 軽度
___ A14-4. なし

A14-4で「なし」を選択した場合は、Q16に進
んでください。

モビリティ・システムのさまざまな部分を利用す
る際に、障がい者として感じた利便性（または不
便さ）に関してお尋ねします。

Q15. モビリティ上の問題がある人として、次の事柄に
ついてどの程度満足していますか。

以下の質問について、該当するものを選択してく
ださい。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 
満足、e. 非常に満足
___ Q15-1. 身体障がい者専用の駐車スペースの
数と場所 
___ Q15-2. 身体障がい者専用の駐車場までの徒
歩でのアクセス
___ Q15-3. 公共交通機関の駅や停留所までのア
クセス
___ Q15-4. 停留所や駅での公共交通車両の利用
しやすさ
___ Q15-5. 公共交通機関における車椅子用ス
ペースの設置状況
___ Q15-6. 歩道の整備状況
___ Q15-7. 道路の横断しやすさ

Q16. 視覚障がいがありますか。
___ A16-1. まったく見えない
___ A16-2. 重度の障がい
___ A16-3. 中程度の障がい
___ A16-4. 軽度な障がいまたは障がいなし

A16-4で「軽度な障がいまたは障がいなし」を選択し
た場合は、Q18に進んでください。

モビリティ・システムのさまざまな部分を利用する際に、
視覚障がい者として感じた便利さ（または不便さ）に関
してお尋ねします。

Q17. 視覚障がい者として、次の事柄についてどの程度
満足していますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 
非常に満足

___ Q17-1. 公共交通機関の駅や停留所までのア
クセス
___ Q17-2. 停留所や駅での公共交通車両の利用
しやすさ
___ Q17-3. 歩道の整備状況
___ Q17-4. 視覚障がい者向けに歩道に沿って設
置された誘導設備および警告システムに満足して
いますか。

III 高齢者

IV 身体的なモビリティ問題

V 視覚障がい者
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Q18. 先週、何回通勤・通学しましたか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
回答：0回、1回、2回、3回、4回、5回以上 

___ Q18-1. 職場または通学先
___ Q18-2. レジャーまたはその他の目的

Q19. 通勤・通学で主に利用する輸送形態は何ですか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 毎回、b. ほぼ毎回、c. 約 2回に 1回、d. 2回に 1
回未満、e. 利用しない

___ Q19-1. 自動車
___ Q19-2. オートバイ
___ Q19-3. 公共交通機関
___ Q19-4. フェリー
___ Q19-5. 自転車
___ Q19-6. 徒歩
___ Q19-7. 輸送形態の併用（自動車と公共交通
機関）
___ Q19-8. 輸送形態の併用（自転車と公共交通
機関）
___ Q19-9. 輸送形態の併用（徒歩と公共交通機
関）
___ Q20. 上記の主要な通勤・通学手段に関して
以下に挙げる詳細についてお答えください。

Q20. 上記の主要な通勤・通学手段に関して以下に挙げ
る詳細についてご回答ください。

Q20-1. 平均移動距離（片道）__________km
Q20-2. 職場／通学先までの平均移動時間
___________分
Q20-3. 帰宅時の平均移動時間 ___________分
Q20-4. 職場／自宅に重要な約束があるとき、移
動にどの程度の時間的余裕を見込めば約束の時
間に確実に間に合いますか。
________________ 

Q21. 毎朝自宅を出る時刻は何時ですか。
___ A21-1. 6時前
___ A21-2. 6～ 7時
___ A21-3. 7～ 8時

___ A21-4. 8～ 9時
___ A21-5. 9時以降

Q22. 自宅に向けて職場や通学先を出る時間は何時です
か。

___ A22-1. 15時前
___ A22-2. 15～ 16時
___ A22-3. 16～ 17時
___ A22-4. 17～ 18時
___ A22-5. 18時以降

Q23. 居住地から希望する職場までのモビリティ・ネット
ワークが 1時間以上かかるため、雇用市場へのアクセ
スが制限されていると感じていますか。

___ A23-1. はい
___ A23-2. いいえ
___ A23-3. 該当なし

Q24. 大学や学校までの通学時間の長さのために、お子
さんの教育機会（小学校／高校、大学、職業訓練校など）
が制限されましたか。

___ A24-1. はい
___ A24-2. いいえ
___ A24-3. 該当なし

公共交通機関について何を最も重視するか、すなわち、
利用したいと思わせる側面、または利用したくないと思
わせる側面についてお尋ねします。

Q25. 以下に挙げる公共交通機関をどの程度の頻度で利
用していますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. （ほとんど）まったくない、b. 年に数回、c. 月に数回、
d. 週に数回、e. 毎日

___ Q25-1. 鉄道
___ Q25-2. 地下鉄
___ Q25-3. 路面電車
___ Q25-4. バス
___ Q25-5. フェリー

「d. 週に数回」または「e. 毎日」を選択した場合は、
Q27に進んでください。

Q26. 公共交通機関を定期的に利用しない主な理由は何
ですか。

___ A26-1. 料金が高過ぎる
___ A26-2. 汚過ぎる
___ A26-3. 乗り心地が悪い（座席、騒音、温度）
___ A26-4. 安全でない
___ A26-5. 利用するのが怖い
___ A26-6. ルートと時刻表が周知されてないと感
じる
___ A26-7. 信頼できない
___ A26-8. 運行スケジュールがニーズに合わない
（便数が少ない、柔軟性が不十分など）
___ A26-9. 上記のどれでもない 

VI 通勤・通学

VII 公共交通機関

67



以下のセクションはカーシェアリングおよび自転車シェア
リングに関する質問です。  
カーシェアリングや自転車シェアリングとは、会員登録し、
利用 1回につき所定の料金（一定時間内であれば無料
のときもある）を支払えば、自動車や自転車を利用する
ことができるシステムです。
友人と一緒に移動するとき、友人の自動車をシェアする
場合は「カープーリング（相乗り）」と見なされるので、
ここでは対象外となります。

Q31. カーシェアリングシステムを利用することがありま
すか。

___ A31-1. （ほとんど）まったくない
___ A31-2. 年に数回
___ A31-3. 月に数回
___ A31-4. 週に数回
___ A31-5. 毎日

A31-1で「（ほとんど）まったくない」を選択しなかった
場合は、Q33に進んでください。

Q32. カーシェアリングシステムを定期的に利用しない主
な理由は何ですか。

___ A32-1. 手続きが煩雑だと感じる（登録、利用、
支払いなど）
___ A32-2. 利用可能な車の台数が不十分
___ A32-3. レンタルする場所が少な過ぎる／不
便な場所にある
___ A32-4. 料金が高過ぎる
___ A32-5. 車両の質が低い
___ A32-6. 駐車スペースが少な過ぎる
___ A32-7. 顧客サービスの質が低い
___ A32-8. 上記のどれでもない

Q33. 以下に挙げるカーシェアリングシステムの利用に関す
る項目について、重要なものから順位を付けてください。

___ A33-1. カーシェアリングシステムの利用しやすさ
___ A33-2. 使用可能な自動車数
___ A33-3. 駐車スペースの数と場所
___ A33-4. 自動車の質
___ A33-5. 利用料金
___ A33-6. 車両の清潔さ
___ A33-7. 顧客サービスの質

A31-1で「（ほとんど）まったくない」を選択した場合は、
Q36に進んでください。

Q27. 公共交通機関を優先的に利用する上で最重要と思
われる観点から、以下の側面に順位を付けてください。

___ A27-1. 清潔さ
___ A27-2. 座席の設置数
___ A27-3. 乗り心地（座席、騒音、温度）
___ A27-4. 料金
___ A27-5. リアルタイム情報（ルート、時刻表、
遅延）
___ A27-6. 切符の買いやすさ
___ A27-7. ベビーカーを置くスペース
___ A27-8. 公共交通機関の定時性
___ A27-8. 待っている間の駅や停留所の快適さ
（座席、照明、待合室）
___ A27-9. 公共交通機関の車両、停留所、駅へ
のアクセス性
___ A27-10. 車両の安全性
___ A27-11. 公共交通機関としての安心感

Q25で「a.（ほとんど）まったくない」を選択しなかっ
た場合は、Q29に進んでください。

Q28. 以下に挙げる公共交通機関についてどう思います
か。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. とても嫌い、b. 嫌い、c. 好きでも嫌いでもない、d. 
好き、e. とても好き

___ Q28-1. バスに乗る
___ Q28-2. 列車に乗る
___ Q28-3. 地下鉄に乗る
___ Q28-4. 路面電車に乗る
___ Q28-5. フェリーに乗る

Q29. 公共交通機関についてどのように感じていますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 
非常に満足

___ Q29-1. 清潔さ
___ Q29-2. 座席の設置数
___ Q29-3. 快適さ（座席、騒音、温度）
___ Q29-4. 料金
___ Q29-5. リアルタイム情報（ルート、時刻表、
遅延）
___ Q29-6. 切符の買いやすさ
___ Q29-7. ベビーカー／荷物を置くスペースがある
___ Q29-8. 公共交通機関の定時性
___ Q29-9. 待っている間の駅や停留所の快適さ
（座席、照明、待合室）
___ Q29-10. 公共交通機関の車両、停留所、駅
のアクセス性
___ Q29-11. 車両の安全性
___ Q29-12. 公共交通機関としての安心感

Q30. 以下の状況で身体的攻撃を受ける可能性に不安を
感じていますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不安、b. やや不安、c. どちらかというと不安、d. 
安全、e. 非常に安全

___ Q30-1. 日中に停留所または駅で公共交通機
関を待っているとき
___ Q30-2. 夜間に停留所または駅で公共交通機
関を待っているとき
___ Q30-3. 日中の公共交通機関利用時
___ Q30-4. 夜間の公共交通機関利用時

VIII カーシェアリング
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Q34. 移動手段のシェアリングのうち、カーシェアリング
を利用する頻度はどの程度ですか。

___ A34-1. 非常に多い
___ A34-2. やや多い
___ A34-3. どちらかというと多い
___ A34-4. やや少ない
___ A34-5. まったくない

Q35. カーシェアリングシステムについてどう思います
か。以下の項目について満足していますか。

以下の質問について、該当するものを選択してく
ださい。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 
満足、e. 非常に満足
___ Q35-1. カーシェアリングシステムの利用しや
すさ
___ Q35-2. 使用可能な自動車数
___ Q35-3. 駐車スペースの数と場所
___ Q35-4. 自動車の質
___ Q35-5. 利用料金
___ Q35-6. 車両の清潔さ
___ Q35-7. 顧客サービスの質

A10-1で「自動車」を選択しなかった場合は、Q42に
進んでください。

Q41. どの程度の頻度で自動車を運転しますか。
___ A41-1. （ほとんど）まったくない
___ A41-2. 年に数回
___ A41-3. 月に数回
___ A41-4. 週に数回
___ A41-5. 毎日

A10-2で「オートバイ」を選択しなかった場合は、Q43
に進んでください。

Q42. どの程度の頻度でオートバイやスクーターに乗り
ますか。

___ A42-1. （ほとんど）まったくない
___ A42-2. 年に数回
___ A42-3. 月に数回
___ A42-4. 週に数回
___ A42-5. 毎日

Q36. 公共自転車シェアリングシステムをどの程度利用し
ていますか。

___ A36-1. （ほとんど）まったくない
___ A36-2. 年に数回
___ A36-3. 月に数回
___ A36-4. 週に数回
___ A36-5. 毎日

A36-1で「（ほとんど）まったくない」を選択しなかった
場合は、Q38に進んでください。

Q37. 公共自転車シェアリングシステムを定期的に利用し
ない主な理由は何ですか。

___ A37-1. 手続きが煩雑だと感じる（登録、利用、
支払いなど）
___ A37-2. 利用可能な自転車の台数が不十分
___ A37-3. レンタルする場所が少な過ぎる／不
便な場所にある
___ A37-4. 料金が高過ぎる 
___ A37-5. 自転車の質が低い
___ A37-6. システムの柔軟性が不十分（自転車
を決まった場所に返却しなければならないなど）
___ A37-7. 顧客サービスの質が低い
___ A37-8. 上記のどれでもない

Q38. 以下に挙げる公共自転車シェアリングシステムの利
用に関する項目について、重要なものから順位を付け
てください。

___ A38-1. 自転車シェアリングシステムの利用し
やすさ
___ A38-2. 使用可能な自転車数
___ A38-3. 自転車レンタル所の数と場所

___ A38-4. 自転車の質
___ A38-5. 利用料金
___ A38-6. 車両の清潔さ

A31-1で「（ほとんど）まったくない」を選択した場合は、
Q41に進んでください。

Q39. シェアした移動手段を利用するとき、シェアした自
転車に乗るのをどの程度楽しんでいますか。

___ A39-1. とても嫌い
___ A39-2. 嫌い
___ A39-3. 好きでも嫌いでもない
___ A39-4. 好き
___ A39-5. とても好き

Q40. 公共自転車シェアリングシステムの快適さについて
どのように感じていますか。以下の項目について満足し
ていますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 
非常に満足

___ Q40-1. 自転車シェアリングシステムの利用し
やすさ
___ Q40-2. 使用可能な自転車数
___ Q40-3. 自転車レンタル所の数と場所
___ Q40-4. 自転車の質
___ Q40-5. 利用料金
___ Q40-6. 自転車の清潔さ

IX 自転車シェアリング

X 自家用車
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Q43. 以下に挙げる路上での運転に関する項目につい
て、重要なものから順位を付けてください。

___ A43-1. 交通の渋滞状況
___ A43-2. リアルタイムの交通情報 
___ A43-3. 道路利用者に方向と行き先を案内す
る道路標識
___ A43-4. 夜間の運転を助ける都市街路の照明
___ A43-5. 駐車スペースの数と場所
___ A43-6. 徒歩による駐車スペースへのアクセス
性（舗道の段差が大きいといった障害がないなど）
___ A43-7. 駐車料金
___ A43-8. 道路の整備状況
___ A43-9. 交通の安全性
___ A43-10. 防犯上の安心感

Q44. 都市で自動車／オートバイを運転する際に主に問
題だと考えられるのは何ですか。

___ A44-1. 交通渋滞が多過ぎる
___ A44-2. 道路案内標識の質が低い
___ A44-3. 交通情報が不十分
___ A44-4. 駐車スペースが少な過ぎる
___ A44-5. 駐車料金が高過ぎる
___ A44-6. 夜間の道路の照明が不十分
___ A44-7. 道路の整備状況が悪い
___ A44-8. 身体的な攻撃に対する恐れ
___ A44-9. 事故に巻き込まれるリスク
___ A44-10. 上記のどれでもない

A10-1で「自動車」を選択しなかった場合は、Q46に
進んでください。

Q45. 全般的に、都市において自動車の運転を楽しんで
いますか。

___ A45-1. とても嫌い
___ A45-2. 嫌い
___ A45-3. 好きでも嫌いでもない
___ A45-4. 好き
___ A45-5. とても好き

A8-1で「0台」（世帯に自動車はない）を選択した場合は、
Q47に進んでください。
Q46. 以下の起き得る状況について、どの程度心配して
いますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に心配、b. やや心配、c. どちらかというと心配、d. 
あまり心配していない、e. まったく心配していない

___ Q46-1. 日中に自動車が盗まれる
___ Q46-2. 夜間に自動車が盗まれる
___ Q46-3. 日中に自動車の中から所有物が盗ま
れる
___ Q46-4. 夜間に自動車の中から所有物が盗ま
れる

A10-2で「オートバイ」を選択しなかった場合は、Q48
に進んでください。

Q47. 全般的に、都市においてオートバイ／スクーター
の運転を楽しんでいますか。

___ A47-1. とても嫌い
___ A47-2. 嫌い
___ A47-3. 好きでも嫌いでもない
___ A47-4. 好き
___ A47-5. とても好き

A8-2で「0台」（世帯にオートバイはない）を選択した
場合は、Q49に進んでください。

Q48. 以下の起き得る状況について、どの程度心配して
いますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に心配、b. やや心配、c. どちらかというと心配、d. 
あまり心配していない、e. まったく心配していない

___ Q48-1. 日中にオートバイ／スクーターが盗ま
れる
___ Q48-1. 夜間にオートバイ／スクーターが盗ま
れる
___ Q48-1. 日中にオートバイ／スクーターから所
有物が盗まれる
___ Q48-1. 夜間にオートバイ／スクーターから所
有物が盗まれる

A10-5で「運転免許を持っていない」を選択した場合は、
Q50に進んでください。

Q49. 都市における運転についてどのように感じていま
すか。以下の項目についてどの程度満足していますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 
非常に満足

___ Q49-1. リアルタイムの交通情報
___ Q49-2. 道路利用者に方向と行き先を案内す
る道路標識
___ Q49-3. 夜間の運転を助ける都市街路の照明
___ Q49-4. 駐車スペースの数と場所
___ Q49-5. 徒歩による駐車スペースへのアクセス
性（舗道の段差が大きいといった障害がないなど）
___ Q49-6. 駐車料金
___ Q49-7. 道路の整備状況
___ Q49-8. 交通の安全性
___ Q49-9. 防犯上の安心感

Q50. 以下の状況で起きる恐れがある身体的な攻撃に関
して不安を感じていますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不安、b. やや不安、c. どちらかというと不安、d. 
安全、e. 非常に安全

___ Q50-1. 日中の自動車運転時
___ Q50-2. 夜間の自動車運転時
___ Q50-3. 日中のオートバイ／スクーターの運転時
___ Q50-4. 夜間のオートバイ／スクーターの運転時
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Q51. どの程度の頻度で輸送形態を併用した移動（バス
と列車など、複数の輸送形態の利用）を行いますか。

___ A51-1. （ほとんど）まったくない
___ A51-2. 年に数回
___ A51-3. 月に数回
___ A51-4. 週に数回
___ A51-5. 毎日

Q52. 以下に挙げる輸送形態を併用した移動に関する項
目について、重要なものから順位を付けてください。

___ A52-1. 乗り換え経路の利用しやすさ／場所
___ A52-2. 乗り換え時の歩行距離
___ A52-3. 移動の情報や道路案内の質が高い
___ A52-4. バス、路面電車、電車の発券システ
ムの統合
___ A52-5. バス、路面電車、電車の時間表が統
合されている
___ A52-6. 公共交通機関の乗り換え頻度
___ A52-7. 乗り換え経路の案内標識

Q53. 輸送形態を併用する頻度が少ない理由は何です
か。

___ A53-1. 他の輸送形態に関して効果的に乗り
換えられる情報を知らない
___ A53-2. 距離や階段のため乗り換えが物理的
に難しい
___ A53-3. 2つの輸送形態間の待ち時間が長過
ぎる
___ A53-4. 他の輸送形態の場所が分かりにくい
___ A53-5. 切符が 1つの輸送形態にしか有効で
ない
___ A53-6. 効果的に移動するために、頻繁に車
両／輸送形態を変えなければならない
___ A53-7. 別の輸送形態に切り替えた場合、自家
用車が盗難／損傷／破壊に遭うことを恐れている
___ A53-8. 上記のどれでもない

Q54. 輸送形態間の乗り換えの利便性にどの程度満足し
ていますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 
非常に満足

___ Q54-1. 乗り換え経路の利用しやすさ／場所
___ Q54-2. 乗り換え時の歩行距離
___ Q54-3. 移動の情報や道路案内の質が高い
___ Q54-4. バス、路面電車、電車の発券システ
ムの統合
___ Q54-5. バス、路面電車、電車の時間表が統
合されている
___ Q54-6. 公共交通機関の乗り換え頻度
___ Q54-7. 乗り換え経路が分かる案内標識
___ Q54-8. 目的地に到着するまでに必要な乗り
換え回数
___ Q54-9. 目的地に到着するまでに利用可能な
代替経路の数

Q55. スマートフォンを所有し、毎日使用していますか。
 ___ A55-1. はい
 ___ A55-2. いいえ

A55-2で「いいえ」を選択した場合は、Q59に進んで
ください。

Q56. スマートフォンで提供されている地元の都市のモ
ビリティツールを知っていますか。

 ___ A56-1. はい
 ___ A56-2. いいえ

A56-2で「いいえ」を選択した場合は、Q59に進んで
ください。

Q57. スマートフォンでモビリティツールを使用していま
すか。

 ___ A57-1. はい
 ___ A57-2. いいえ

A57-2で「いいえ」を選択した場合は、Q59に進んで
ください。

Q58. スマートフォンで使用しているモビリティツール（う
ウェブベースまたは搭載アプリケーション）を挙げてく
ださい。

___ A58-1. （都市向けのアプリケーションaを記入）
___ A58-2. （都市向けのアプリケーションbを記入）
___ A58-3. （都市向けのアプリケーションcを記入）

XI 輸送形態の併用

XII 自転車

Q59. どの程度の頻度で自転車に乗りますか。
___ A59-1. （ほとんど）まったくない
___ A59-2. 年に数回
___ A59-3. 月に数回
___ A59-4. 週に数回
___ A59-5. 毎日

A59-5で「毎日」を選択した場合は、Q61に進んでく
ださい。
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Q60. 都市で自転車に乗る頻度が少ない主な理由は何で
すか。

___ A60-1. 自転車専用レーンが少な過ぎる
___ A60-2. 自転車専用レーンの質が低い
___ A60-3. 他の道路利用者の自転車利用者に対
する態度
___ A60-4. 自転車にとって道路の質が低い
___ A60-5. 都市の自転車駐輪場が少な過ぎるほ
か盗難が心配
___ A60-6. 身体的な攻撃に関して安心できない
___ A60-7. 事故に巻き込まれるリスク
___ A60-8. 上記のどれでもない

Q61. 以下に挙げる都市における自転車利用に関する項
目について、重要なものから順位を付けてください。

___ A61-1. 自転車専用レーンの設置状況
___ A61-2. 自転車専用レーンの幅
___ A61-3. 自転車専用レーンの路面の質
___ A61-4. 一般道路上での他の道路利用者の自
転車利用者に対する態度
___ A61-5. 自転車利用者に方向と行き先を案内
する道路標識
___ A61-6. 夜間の自転車施設や都市街路の照明
___ A61-7. 都市における自転車駐輪施設の数と
場所
___ A61-8. 自転車駐輪施設の安全性
___ A61-9. 防犯上の安心感
___ A61-10. 交通の安全性

Q62. 自転車についてどう思いますか。
___ A62-1. とても嫌い
___ A62-2. 嫌い
___ A62-3. 好きでも嫌いでもない
___ A62-4. 好き
___ A62-5. とても好き

A59-1で「（ほとんど）まったくない」を選択した場合は、
Q65に進んでください。

Q63. 自転車の快適さについてどう思いますか。 
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 
非常に満足

___ Q63-1. 自転車専用レーンの設置状況
___ Q63-2. 自転車専用レーンの幅
___ Q63-3. 自転車専用レーンの路面の質
___ Q63-4. 一般道路上での他の道路利用者の自
転車利用者に対する態度
___ Q63-5. 自転車利用者に方向と行き先を案内
する道路標識
___ Q63-6. 夜間の自転車施設や都市街路の照明
___ Q63-7. 都市における自転車駐輪施設の数と
場所
___ Q63-8. 自転車駐輪施設の安全性

Q64. 以下のことをしているとき、都市街路で起きる恐れ
がある身体的な攻撃に対して不安を感じていますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不安、b. やや不安、c. どちらかというと不安、d. 
安全、e. 非常に安全

___ Q64-1. 日中に自転車に乗る
___ Q64-2. 夜間に自転車に乗る

XIII 徒歩
Q65. どの程度の頻度で歩きますか。

___ A65-1. （ほとんど）まったくない
___ A65-2. 年に数回
___ A65-3. 月に数回月に数回
___ A65-4. 週に数回
___ A65-5. 毎日

A65-5で「毎日」を選択した場合は、Q67に進んでく
ださい。

Q66. 定期的に歩かない主な理由は何ですか。
___ A66-1. 歩道が少な過ぎる
___ A66-2. 歩道の状態が悪い
___ A66-3. 自動車進入禁止エリアが少な過ぎる
___ A66-4. 歩行者に方向と行き先を案内する標
識が不十分
___ A66-5. 歩道の照明が不十分
___ A66-6. 襲われないか不安
___ A66-7. 上記のどれでもない

Q67. 以下に挙げる都市での徒歩に関する項目につい
て、重要なものから順位を付けてください。

___ A67-1. 都市における歩道の設置状況
___ A67-2. 都市における自動車進入禁止道路の
設置状況

___ A67-3. 都市における歩道の幅
___ A67-4. 都市における歩道の舗装状態
___ A67-5. 歩行者に方向と行き先を案内する道
路標識
___ A67-6. 夜間の歩道および都市街路の照明
___ A67-7. 防犯上の安心感

Q68. 徒歩についてどう思いますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. とても嫌い、b. 嫌い、c. 好きでも嫌いでもない、d. 
好き、e. とても好き

___ Q68-1. 歩くことは好きですか。
___ Q68-2. 楽しみで散歩に出掛けることがありま
すか。

A65-1で「（ほとんど）まったくない」を選択した場合は、
Q71に進んでください。
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Q69. 徒歩の快適さについてどのように感じていますか。
以下の項目について満足していますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 非
常に満足

___ Q69-1. 都市における歩道の設置状況
___ Q69-2. 都市における自動車進入禁止道路の
設置状況
___ Q69-3. 都市における歩道の幅
___ Q69-4. 都市における歩道の舗装状態
___ Q69-5. 歩行者に方向と行き先を案内する道
路標識
___ Q69-6. 夜間の歩道および都市街路の照明

Q70. 以下のことをしているとき、都市街路で起きる恐れ
がある身体的な攻撃に対して不安を感じていますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不安、b. やや不安、c. どちらかというと不安、
d. 安全、e. 非常に安全

___ Q70-1. 日中の徒歩
___ Q70-2. 夜間の徒歩

Q73. どの程度の頻度で都市の通りにある公共広場や会
合場所で過ごしていますか（人に会うために歩き回る、
テラスやベンチに腰掛ける、公園で子供を遊ばせるな
ど）。

___ A73-1. （ほとんど）まったくない
___ A73-2. 年に数回
___ A73-3. 月に数回
___ A73-4. 週に数回
___ A73-5. 毎日

A73-5で「毎日」または A73-4で「週に数回」を選択
した場合は、Q75に進んでください。

Q74. 都市で公共の場を定期的に利用しない主な理由は
何ですか。

___ A74-1. 子供にやさしい設計でない
___ A74-2. 複合商業施設、自動車進入禁止の商
店街、公園といった公共の場が不十分
___ A74-3. 簡単に行くことができない
___ A74-4. 十分な遊び場がない
___ A74-5. 運動をするのに十分な公共の場がない
___ A74-6. 公共の場に十分な緑地がない
___ A74-7. 市場や祭りなどの催しが不十分
___ A74-8. 公共の場にいても安全でないと感じる
___ A74-9. 混雑し過ぎている
___ A74-10. 上記のどれでもない

Q75. 以下に挙げる都市の公共の場に関する項目につい
て、重要なものから順位を付けてください。

___ A75-1. 自動車進入禁止の商店街やその他の
歩行者にやさしい商店街があること
___ A75-2. 散歩や休息のため一般に開放された
公共の場（広場、公園、複合商業施設）がある
こと
___ A75-3. 遊び場があること
___ A75-4. 運動ができる公共の場があること
___ A75-5. 子供にやさしい設計
___ A75-6. 誰でも利用可能
___ A75-7. 市場や祭りなどの催し
___ A75-8. 社会的交流ができる
___ A75-9. 緑地
___ A75-10. 安全性
___ A75-11. 混雑しないこと

Q76. 都市の公共の場の利用をどの程度楽しんでいます
か。

___ A76-1. とても嫌い
___ A76-2. 嫌い
___ A76-3. 好きでも嫌いでもない
___ A76-4. 好き
___ A76-5. とても好き

宅配便の利用状況や実際に宅配便サービスを利用した
際の感想をお答えください。

Q71. どの程度の頻度で宅配便サービスを利用していま
すか。

___ A71-1. （ほとんど）まったくない
___ A71-2. 年に数回
___ A71-3. 月に数回
___ A71-4. 週に数回
___ A71-5. 毎日

A71-1で「（ほとんど）まったくない」を選択した場合は、
Q73に進んでください。

Q72. 全体として宅配便サービスに満足していますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 非
常に満足

___ Q72-1. 宅配便サービスに対する満足度
___ Q72-2. 配送時刻の柔軟性
___ Q72-3. 別の場所に配送先を変更できること

XIV 貨物配送

XV 公共の場
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Q77. 都市の公共の場にどの程度満足していますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 非
常に満足

___ Q77-1. 自動車進入禁止の商店街やその他の
歩行者にやさしい商店街があること
___ Q77-2. 散歩や休息のため一般に開放された
公共の場（広場、公園、複合商業施設）がある
こと
___ Q77-3. 遊び場があること
___ Q77-4. 運動ができる公共の場があること

Q78. 都市の公共空間の質に関する以下の項目にどの程
度満足していますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不満、b. 不満、c. どちらでもない、d. 満足、e. 非
常に満足

___ Q78-1. 子供にやさしい設計
___ Q78-2. 誰でも利用可能
___ Q78-3. 市場や祭りなどの催し
___ Q78-4. 社会的交流ができる
___ Q78-5. 緑地
___ Q78-6. 安全性
___ Q78-7. 混雑しない

Q79. 都市の公共空間を使用するとき、安全でないと感
じていますか。
以下の質問について、該当するものを選択してください。
a. 非常に不安、b. やや不安、c. どちらかというと不安、
d. 安全、e. 非常に安全

___ Q79-1. 日中
___ Q79-2. 夜間
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